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トップメッセージ 

深め貢献しながら事業を行っていくことが、これからの時代に
大切であることに気づかされました。

こうした課題認識のもとで2019年3月に立ち上げたのが
「淡路島プロジェクト」です。兵庫県の淡路島にはファミリー
マート店舗が24店舗あり、担当スーパーバイザーが毎日、高
速道路を使い、神戸市から淡路島へ通っていました。そこで

「淡路島プロジェクト」では、実際に淡路島で生活することで、
加盟店・地域のお客さまと密接なコミュニケーションを通じて
地域を深く知ることを目指しました。地域のニーズを把握し、
その解決に向けて加盟店と活発な議論を交わしながら、さまざ
まな取り組みを広げています。例えば、店舗のイートインを活
用したイベント開催や、老人ホームへの移動販売車での訪問
販売など。その結果、多くの店舗において加盟店利益の向上
につながっています。これらは一例ですが、全国で地域が抱
える課題をよく理解し、それぞれの事情や特性に合った解決方
法を加盟店と共に考え、実行することで、地域社会へと家族の
輪を広げることこそが、当社が持続的に成長し続ける鍵であ
ると私は確信しています。

関連
情報

 サステナビリティ経営の高度化に向けた重要課題の見直し

社会課題の解決に向けて、「待ったなし」で
積極的に取り組んでいきます

気候変動やプラスチック問題、格差・貧困、人権問題など、
複雑に関連した社会課題が一層顕在化しています。こうした
課題は、私たちの日々の日常生活だけでなく、当社の事業に
も大きな影響をおよぼすことから、決して見過ごすことはでき
ません。

こうした社会課題に対して企業がいかに対応しているか、い
わゆるESG（E：Environment、S：Social、G：Governance） 
の視点で企業を評価する流れが加速し、ESGへの取り組みレベ
ルが企業価値におよぼす影響が年々強まっています。当社と
してもESG経営の重要性を認識し、一層推進してまいります。

当社は、企業活動が社会におよぼす影響を把握・管理しな
がら事業運営することが重要と考え、2017年度にサステナビ
リティ上の重要課題（マテリアリティ）を特定し、事業とCSRを
連動させて推進してきました。

今般、コンビニエンスストア単独の事業体制へと変わったこ
とを踏まえ、SDGs（持続可能な開発目標）やパリ協定等を軸
に、社会やステークホルダーからの期待や要請を再整理し、
2019年度にこの重要課題を見直し1ました。まず、「人に寄り
添う地域活性化拠点としての進化」をはじめ、「環境配慮」、「商
品・サービス」、「サプライチェーン」、「組織風土・人づくり」と
いった、当社事業が社会に影響をおよぼす項目を『5つの重要
課題』として特定しました。そして、これらの重要課題の解決

を支える『４つの基盤』として、「加盟店・本部の共同成長」とと
もに、「人権の尊重」、「リスクマネジメント・コンプライアンスの
徹底」、「コーポレート・ガバナンスの強化」を新たに設けました。
今後、新たな体制の下で目標設定と行動計画を策定し、一段
と実効性を高めてまいります。そして、国連グローバル・コン
パクトの加盟企業としての責任と自覚を以て、SDGｓへの貢献
にも「待ったなし」で積極的に取り組んでいきます。

2019年度は、コンビニエンスストア事業の24時間営業の
在り方において、従来のビジネスモデルに対する課題が浮き
彫りになりました。当社は早期に課題を認識し、24時間営業
の見直しに着手、店舗設備への投資による業務負荷削減やオ
ペレーションの効率化といった、積極的な加盟店支援2に取り
組んできました。また、うなぎ弁当やクリスマスケーキなどの
季節商材については、予約販売を強化したことで食品ロスを
削減3するとともに、廃棄損の縮小により加盟店収益の改善に
つながる結果が得られました。各種施策は、加盟店あってこ
そのファミリーマートであることの強い意思表示であり、長期

淡路島での店舗巡回

1 2019年度に重要課題を見直し
　 ➡P10：サステナビリティ上の重要課題（マテリアリティ）

2 積極的な加盟店支援
　 ➡P20・21：加盟店・本部の共同成長

3 うなぎ弁当やクリスマスケーキなどの季節商材については、予約販売を強化したことで食品ロスを削減
　 ➡P28：食品ロスの削減
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価値創造モデル

外部環境 アウトカムインプット 事業活動と重要課題への取り組み アウトプット

社会の変化
◦人口動態の変化
◦社会構造の変化
◦消費行動の変化

社会課題
◦収益成長に影響をおよぼ

す社会課題
◦地域に密着した存在とし

て解決すべき社会課題

競争環境の変化
◦業界をまたいだ競争激化
◦技術革新やビジネスモデ

ルの変革

財務資本
◦総資本額：約5,900億円
◦加盟店支援総額：年間約100億円
　　　　　　　（2019年11月公表）

製造資本
リアルの店舗

◦創意工夫による店舗運営
◦時代のニーズに応じた店舗機能
◦店舗数: 約16,500店

人的資本／知的資本
人と知見

◦事業ノウハウの蓄積
◦多様な人材（従業員男女比
　21:4、外国人比率:2.1%）
◦リアルの店舗で得られる各種情報
◦ファミリーマート健康憲章

社会関係資本
商品と情報のインフラ

◦サプライチェーンの高度化
　（お取引先アンケート送付数：266社）
◦「ファミペイ」ダウンロード数:約400万件
◦「ファミマこども食堂」参加者数：約3,300人

自然資本
◦エネルギー消費量（組織内）：
　2,580,209MWh
◦食品リサイクル・ループ数：7件

店舗の価値を最大化
◦店舗運営の質向上と高効率化
◦加盟店業務オペレーション短縮時間：　

5.5時間
◦店舗網の最適化
◦店舗機能の向上
◦商品・サービスの高付加価値化
◦健康中食商品比率：目標15%
◦バイオマスプラスチック使用
　商品の拡大

地域の生活者を支える
価値を最大化
◦サプライチェーンの磨き上げ
◦物流改革によるCO₂削減量：
　7,000トン
◦中食構造改革による商品の価値向上
◦廃棄期限延長商品の開発
◦店舗で得られる情報の活用
◦情報インフラを活用した
　新規事業の創出
◦災害時の店頭募金お届額：約1億円

人と知見の価値を最大化
◦店舗運営ノウハウの集約・共有
◦加盟店・地域社会との関係強化
◦次世代人材の確保と育成
◦多様な人材が活躍する
　職場環境の整備
◦一人当たり平均月間残業時間：
　前年度比89.2%

経営を支える基盤　◦コーポレート・ガバナンスの強化　◦リスクマネジメント・コンプライアンスの徹底　◦人権の尊重　◦加盟店・本部の共同成長

「ファミペイ」ダウンロード数:約400万件
「ファミマこども食堂」参加者数：約3,300人

コーポレートメッセージ

あなたと、コンビに、ファミリーマート
地域活性化
拠点としての
存在価値向上

「便利で豊かな
生活」の提供

企業価値の向上

環境配慮を
通じた「地域と

地球の未来」への
貢献

人と地域に
寄り添う

地域活性化拠点
としての進化

「便利で豊かな
生活」を実現する

安全・安心な商品・
サービスの創出

お取引先と
ともに持続可能な
サプライチェーン

を追求

働きがいのある
組織風土・
人づくり

当社は、これまで培ってきた各種資産や強みを活かした事業活動を通じ、「リアルの店舗」「人と知見」「商品と情報のインフラ」それぞれが持つ価値を向上・最大化させることで、
当社の持続可能な成長を目指します。また、事業を通じて優先的に取り組むべき重要課題（マテリアリティ）に基づく活動の推進により、社会課題の解決およびSDGsの達成へも貢献していきます。
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サステナビリティ上の重要課題（マテリアリティ）

重要課題（マテリアリティ）の見直し

気候変動やさまざまな資源問題、さらにはプラスチック問題
や格差・貧困、人権問題などの社会課題が、複雑に関連しな
がら顕在化・深刻化しています。こうした背景から、2015年
にSDGsとパリ協定が採択され、社会課題の解決に向けて国
際社会が連携して取り組んでいくことが共通認識となり、企
業にも強みを活かして主体的に取り組むことが期待されてい
ます。

当社は、人々の生活に密着しているコンビニエンスストア
を展開する事業者だからこそ、社会の変化に適応し、かつス

外部環境、内部環境分析により、当社に関連する課題を抽出。
外部環境分析
SDGsをはじめ、国際的な基準・規範やイニシアティブ、ESG
評価や顧客要請のほか、ベンチマーク企業の活動指標等も総
合的に分析
◦主な分析指標：SDGs、パリ協定、国連グローバル・コンパクト、 
　ISO26000、GRIスタンダード、SRI/ESG評価、SASB、業界目標等

内部環境分析
当社の基本理念や規範類、事業戦略等を分析。
◦基本理念、事業計画、各種方針等

抽出した課題を、社会への影響度、当
社への影響度の重要性を評価・検証
し、重要課題（案）を特定。

当社は、サステナビリティ経営の高度化に向けて、社会やステークホルダーから寄せられる多くの課題のうち、
事業活動を通じて優先的に解決すべき重要課題（マテリアリティ）を特定し、取り組みを継続的に強化しています。

テークホルダーの要請・期待にしっかりと応えていくことが重
要であると考えています。そこで、当社の事業が社会におよ
ぼす影響を把握・管理するために、2017年度に重要課題（マ
テリアリティ）を特定し、事業とCSRを連動させて推進してきま
した。

2019年度は、9月にコンビニエンスストア単独の事業体制
へと変わったことを踏まえ、あらためて外部環境や社会課題、
さらにはステークホルダーの期待・要請を再整理し、「重要課
題」を見直しました。今回の見直しでは、課題解決を通じた基

本理念の実現とSDGsへの貢献をより意識しました。つまり事
業を通じて、社会課題の解決に貢献することでSDGsの達成
に貢献すること、それにより当社が掲げる基本理念の実現にも
つなげていくことを明確にしました。

こうした見直し過程を経た5つの重要課題と、それらの解決
を支える4つの基盤は、今後、各課題の担当部門とサステナビ
リティ推進部が連携して中長期目標やKPI等の実施行動計画
を策定し、社会・環境委員会のもとPDCAをまわし、活動を継
続的に強化していきます。

STEP1　課題の把握・整理と抽出 STEP2　重要性評価
各課題の担当部門との意見交換や、
外部識者からのレビュー・意見交換
を重ね、課題の妥当性や整合性を検
証し、「重要課題マトリクス最終案」を
作成。

STEP3　妥当性評価
STEP3で作成した「重要課題マトリク
ス最終案」を基本理念とのつながりや
SDGsへの貢献、社内外への浸透・理
解のしやすさ等を考慮し、5つの重要
課題テーマと、それらの解決を支える 
4つの基盤テーマに分類。
経営会議で承認され、取締役会での
確認を経て特定されました。

STEP4　重要課題の特定

社
会
へ
の
影
響
度

大

ファミリーマートへの影響度 大小

重要課題（マテリアリティ）の見直し・特定プロセス
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重要課題 1

環境配慮を通じた「地域と地球の未來」への貢献

食品ロスの削減

◦うなぎ弁当の予約販売強化による
　廃棄削減率80％削減（2019年上期）
◦中食商品のロングライフ化：
　最大10日（惣菜）

世界には貧困や飢餓・栄養不足の状態にあ
る人々が多く存在する一方で、年間13億トンの
食料が無駄に捨てられています。食料の多くを
輸入に依存する我が国においても、年間2,759
万トン※の食品廃棄物等が発生し、このうちまだ
食べることができる食品が廃棄される「食品ロ
ス」は643万トン※と言われています。

こうした中、2030年までに小売・消費レベル
での世界全体の１人当たりの食品廃棄物を半減
させ、生産・サプライチェーンにおける食品の
損失も減少させることがSDGsの目標12に掲
げられました。日本でも、2019年10月に食品
ロス削減推進法が施行され、小売業には一層
の取り組みが求められています。
※農林水産省食品ロス量（2016年度推計）の公表値

課題認識 

主な成果・実績 

食品ロスの発生は、環境負荷のみならず廃棄に伴う分別や処分にかかるコストなど、当社の事業運営にも大き
く影響します。販売の主軸を食料品が占める当社は、食品ロスの削減に向けた取り組みを重要課題の一つと位
置付け、商品の発注精度向上や容器包装の改良等によるロングライフ化を進めることで食品廃棄物の発生を抑制
し、持続可能な消費・生産パターンへの移行に貢献します。

マネジメント
アプローチ

商品の発注精度向上と
季節商品の予約販売強化

食品ロスの発生を抑制するために、店舗では日々の発注精
度の向上に努め、販売期限切れによる食品廃棄の削減に取り
組んでいます。2019年度からは、おせち料理やクリスマスケー
キなどの季節商品では予約販売を強化し、お客さまのニーズ
に合わせた製造数の適正化を図ることで廃棄ゼロを目指して
います。

予約販売の強化による効果

2019年7月の土用の丑の日では、約70%の店舗でうなぎ
弁当を予約販売のみとしました。この結果、売れ残り商品が
80%削減できたことで、廃棄による損失の削減効果により、
加盟店の利益が70%向上しました。

おでん販売方式の見直し

冬季に人気が高まるオリジナル商品「おでん」では、お客さま
のご注文を受けてから電子レンジで温めて提供する新しい販
売方式を、2020年1月に導入しました。従来の専用鍋で保温
しながら販売する方式では、仕込み後に一定時間が経過した
具材を廃棄していましたが、新方式はパック詰めされた具材の
賞味期限が180日と長期保存が可能となり、食品ロス削減へ
の大きな効果が見込まれています。また、具材の鮮度管理や
補充、専用鍋の衛生管理・洗浄などの作業負担が軽減され、
店舗オペレーションの効率化にもつながっています。

の店舗でうなぎの予約販売を強化
（2019年度上期実績）約70%

予約のみ

70%
予約＆店頭

30%

廃棄

80％　
DOWN

（2018年度同期比）

利益

70％　
UP

新「おでん」

注文を受けてから
電子レンジで加熱調理
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重要課題 1

環境配慮を通じた「地域と地球の未來」への貢献

持続可能な資源利用／環境汚染の防止

当社は、天然資源をはじめとした原材料の使用削減と効率的な利用に加え、廃棄物の発生抑制・削減および再
生利用・再利用、さらには環境汚染の防止にサプライチェーンを通じて積極的に取り組むことで、持続可能な生産
消費形態の促進に貢献します。特にプラスチックについては、包装材を中心に大量に使用している責任を自覚し、
容器包装の改善によるプラスチックの使用抑制に取り組むと同時に、環境負荷の少ない素材への切り替えを積極
的に進めます。

マネジメント
アプローチ

食品廃棄物の
再生利用の取り組み

店舗で発生する食品廃棄物（お弁当やおむすび、
惣菜など）は生ごみ回収リサイクルシステムにより
飼料や肥料、メタン等に再資源化し、食品リサイク
ル法で定められている食品小売業のリサイクル率
目標55%を達成しています。なお、リサイクルを積
極的に推進するため、リサイクルに対応できる廃棄
物処理委託業者との取引を順次拡大しています。

また、当社は2008年に東京都内、神奈川県内
の店舗などから排出される食品残さを回収し、飼
料工場を持つ養豚場で飼料化し、その飼料で飼育
した豚を使った弁当や惣菜パンを製造、販売する
食品リサイクル・ループを構築しました。その後、
リサイクル・ループの取り組みを全国に拡大し、現
在7地域（2019年2月時点）で「再生利用事業計
画」として認定されています。

◦食品リサイクル・ループの展開：国内7地域
◦バイオマスプラスチック使用商品の拡大
◦レジ袋辞退率（店舗）：28.9%
 

経済成長と持続可能な開発を同時に実現す
るために、持続可能な生産消費形態の促進が
SDGsの目標の一つに掲げられました。企業に
は関係法令の遵守を前提として、水や食糧をは
じめとした天然資源の効率的な利用や廃棄物の
適正処理と大幅削減など、循環型社会の形成に
向けた一層の取り組みが期待されています。

なかでもプラスチックについては、海洋汚染
や生態系への悪影響により、国際的に使用お
よび排出抑制の流れが加速し、企業にはプラス
チックごみの発生抑制や原材料の見直しが一
層強く求められています。

課題認識 

主な成果・実績 

食品廃棄物発生量　  71,135t

再生利用等実施率　  56.3%

2018年度の実績
飼料

47.3%

メタン等

22.3%

たい肥

30.4%

食品リサイクル・ループの仕組み

食品リサイクル実施店の推移 食品リサイクルの種別構成比

店舗 消費者

●食品残さを堆肥や
　飼料に加工

●再生利用製品（堆肥や飼料）を
　使って農畜産物を生産

●弁当などの加工 ●食品残さを回収

●販売 ●買う・食べる

農業
生産者 処理業者

2014 2015 2016 2017 2018（年度）
※2016年からサークルKサンクスを含む

2,2062,280

3,566 3,6393,563

0
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4,000
（店舗数）
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スーパー大麦入り米飯類、累計販売1億個を突破
当社では、高まる健康意識に対応するため、2017年8月に大手コンビニエンスストアでいち早くスー

パー大麦※をおむすびに取り入れ、2018年4月より本格発売を開始しました。スーパー大麦入りおむすび
の好調な推移を受けて、2018年5月からはお弁当に、2018年8月からはお寿司に商品を拡大しました。

スーパー大麦を使った毎日継続できることをコンセプトに開発した米飯類（おむすび・弁当・寿司）は、
健康意識の高い女性だけでなく、20代～50代の幅広い女性層や40代～50代の男性層からも支持さ
れており、累計販売個数は1億個を突破しました。（2019年9月末時点）
※スーパー大麦：当社が使用しているスーパー大麦「バーリーマックス®」は、一般の大麦に比べて約2倍の食物繊維量（参考：玄米の約7倍、白米の40倍以上）、約4倍の

レジスタントスターチ（難消化性でんぷん）を含む非遺伝子組み換え大麦です。3つの食物繊維（フルクタン、β-グルカン、レジスタントスターチ）などの成分が、腸内で
の発酵速度の違いにより、段階的に腸の入口から腸内細菌が多く棲む「腸の奥」まで届くことが特長です。

コンビニエンスストア初の「スマートミール」認証
2018年8月、「おいしく減塩」、「野菜たっぷり」をコンセプトに開発した予約弁当の「炙り焼　

鮭幕の内弁当」が、健康に資する要素を含む栄養バランスのとれた食事として、コンビニエンス
ストアとして初めて「スマートミール」の認証※を受けました。

さらに2019年2月発売の「味わい御膳」も、炭水化物、脂質、タンパク質などに配慮した9種
のおかずのバランスの良さが評価され、2品目目のスマートミールとして認証を受けました。
※「スマートミール」の認証：厚生労働省の「生活習慣病予防その他の健康増進を目的として提供する食事の目安」（平成27年9月）や日本人の食事摂取基準（2015年版）

をベースに、給食会社4社の実際のヘルシーメニューの献立分析により決定した基準によって審査されます。審査は、13の学術団体（日本栄養改善学会、日本給食経
営管理学会、日本高血圧学会、日本糖尿病学会、日本肥満学会、日本公衆衛生学会、健康経営研究会、日本健康教育学会、日本腎臓学会、日本動脈硬化学会、日
本補綴歯科学会、日本産業衛生学会、日本がん予防学会）からなる「健康な食事・食環境」コンソーシアムが担当。

JSH減塩食品アワードで金賞を受賞
第5回JSH減塩食品アワード※1（日本高血圧学会減塩委員会主催）において、サラダと別売りで販売してい

る小袋タイプの「減塩和風ドレッシング」が、減塩化の推進に優れた成果を挙げた製品として、コンビニエン
スストア初の金賞を受賞しました。野菜のうまみをいかしたコクのある味わいそのままに、塩分を25%オフ※2

したドレッシングとして発売して以来、多くのお客さまからご支持をいただいています。
※1　JSH減塩食品アワード：日本高血圧学会減塩委員会は、2013年より高血圧患者や減塩をしようとしている方々のお役にたてるように「食

塩含有量の少ない食品」（JSH減塩食品リスト）の紹介を開始。2015年からはJSH減塩食品リストに掲載された製品の内から、「減塩化の
推進に優れた成果を挙げた製品」に「JSH減塩食品アワード」を授与しています。

※2　日本食品標準成分表2015年版（七訂）和風ドレッシング比 25%減塩。 

御予約弁当「炙り焼 鮭幕の内弁当」

スーパー大麦入り米飯類

減塩和風ドレッシング

健康に資する中食商品の開発〜主な取り組みと成果 食品添加物の削減に向けた取り組み

当社では2002年3月より、調理麺やパン、総菜やおむす
び等の中食商品における食品添加物の削減を段階的に進め、
2005年1月よりすべての保存料・甘味料・合成着色料の使
用を禁止しています。

原料へのこだわり

商品開発では、原料へのこだわりも欠かせません。例えば
ファットスプレッドのPB商品「ファミリーソフト」においては、過
剰摂取により心臓病のリス
クが高まるというトランス
脂肪酸の原因の一つとなる

「部分水素添加油脂」を不
使用とする等、よりお客さ
まの安全・安心につながる
商品を、手ごろな価格で提
供するよう努めています。

カテゴリー 惣菜・サラダ・調理パン・
調理場・スナック麺

おむすび・
寿司・弁当

合成着色料 2002年3月より使用中止

合成保存料 2002年10月より使用中止

合成甘味料 2002年10月より使用中止

天然保存料 2003年3月より
使用中止

2003年9月より
使用中止

天然甘味料 2005年1月より使用中止

「部分水素添加油脂不使用」の
ファットスプレッド



使用している食品が色付きで表示
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「便利で豊かな生活」を実現する安全・安心な商品・サービスの創出

「東京をおいしく元気に。」を合言葉に、シニア世代のいきいきした生活を応援

当社は、東京都と「中食を通じた健康づくりの推進に関わる協定書」を2019年8月に締結しました。　
本事業は、高齢化に伴う高齢単身世帯の増加等から、お弁当やお惣菜等の中食を購入する割合が増
加していることを受けて、高齢者が中食を利用する際にフレイル※を予防する多様な食品摂取が可能な
食環境を整備するとともに、低栄養を防ぐ食生活について広く普及啓発することを目的としています。

2019年10月29日から、都内のファミリーマート約2,400店で専用のショーカードやポスターの設
置、リーフレットの配布などにより、フレイル予防に役立つ食生活に関する情報を発信するとともに、東
京都にアドバイスをいただき開発したお弁当も発売しています。今後も地域社会の一員として、東京
都との連携を強化し、地域の皆さまが安心して生活できる社会づくりに協力していきます。
※フレイル：高齢者が加齢や病気により、心身・生活・社会的の3つの機能が徐々に低下して、要介護状態に近づくこと。

T O P I C S

健康や福祉を向上させる商品・サービスの提供

❶一つの商品で栄養バランスが整ったお弁当の発売
今回の取り組みに合わせて、10食

品群のうち7食品群が揃ったビビン
バ丼を開発・発売。主食・主菜・副
菜が1つの商品で揃うので、栄養バ
ランスも良く、混ぜることで食べやす
いお薦めの一品です。

❷商品（20種類）に使用食品群を表示した販促物を設置
商品に使われている10食品群を表示した販促物をお弁

当やお惣菜コーナーに設置。商品に含まれる食品が一目
でわかるため、食べたい
食品の使用確認や食品
摂取の組み合わせの参
考になります。

❸フレイル予防のためのリーフレットの配布
お客さまにフレイルについて知ってもらうことを目的に作

成したリーフレットを店内に設置。フレイルの基礎知識や予
防のための食事の工夫点、メニューの組み合わせ方法など
をコンパクトにまとめ、いつでも見返して活用できます。

店頭ポスター（イメージ）

7品目のビビンバ丼

専用ショーカード（イメージ） リーフレット（イメージ）Fit&GO（仲六郷第一京浜店）

メディカルフーズの展開

高齢化社会が進展する中、在宅療養患者の増加とともに、
塩分量やたんぱく量、糖類など食事への配慮が必要になる方
が増えることが予想されています。当社は、こうした背景を踏
まえ糖尿病や腎臓病など食事制限が必要な方向けの「メディカ
ルフーズ（療養食）」を、2015年から病院内店舗や病院近隣の
店舗で販売しています。日本栄養士会に賛助会員として加盟
し、農林水産省が普及・推進している新
しい介護食品「スマイルケア食」のマーク
利用の認定も取得しています。現在で
は、約240種類の「メディカルフーズ」を
取り扱っています。

健康づくりをサポートする新形態
フィットネスクラブ「Fit&Go」の展開

当社では、日常にフィットネスを気軽に取り入れ、健康で充
実した生活をお届けするために、24時間365日いつでも運動
することが可能な新形態のフィットネスクラブ「Fit&Go」を展
開しています。会員向けに提供する専用アプリでは、トレーニ
ングメニューのほか、ファミリーマート店舗で使えるクーポンを
発行し、運動に必要なアイテムや飲食などをお買い上げいた
だくことができます。これ
からも、快適で効果的な健
康づくりをサポートする施
設として、フィットネスジム
の利用環境を充実させてい
きます。



重要課題 4

社会背景と課題認識 ～なぜ重要なのか～

世界経済の発展やボーダレス化の進展に伴い、企業の調達活動は世界中に拡大し続けています。
こうしたグローバリゼーションの拡がりは、企業の競争優位の獲得や、人々の生活に豊かさをもたらす
一方で、環境問題や貧困・格差、労働・人権問題など、さまざまな社会課題を引き起こす一因ともなっ
ています。また、調達先の企業倫理に反する行動が、委託会社側の管理問題に発展し、社会からの
信頼を損なう事案も多数発生するなど、サプライチェーンの拡がりは企業にとって大きなリスク要因と
なっています。

こうした中、ISO26000やISO20400※などの国際規格の発行を受けて、企業には調達先との公正な
取引をベースに、責任ある調達をサプライチェーン全体で履行することが国際的に求められています。

多種多様な商品を扱う当社は、事業の拡大とともに調達網をグローバルに拡げていることから、安
全・安心な商品をお客さまにお届けするためには、一層のサプライチェーン管理が重要であることを認
識しています。また、安全・安心のみならずサプライチェーン全体で、人権や労働慣行、環境、腐敗防
止などに関して、プラスの影響力を行使するなど、サプライチェーンをより高度に管理していくことが、
当社の社会的責任であると考えています。
※ISO26000：組織の社会的責任に関する国際規格。ISO20400：持続可能な調達に関する国際規格。

目指す姿 ～取り組みアプローチ～

社会とともに持続的に成長し続けるためには、お取引先との信頼関係に基づく、強固な体制づくり
が不可欠です。当社は、お取引先との公正で透明な取引を通じて、長期にわたる良好なパートナーシッ
プの確立・維持に努めます。

また、国際社会における社会的責任の範囲が、サプライチェーン全体に対して求められていることを踏
まえ、2018年2月に制定した「サステナビリティ調達原則」と「サプライチェーンCSR行動規範」に基づき、
お取引先とともに持続可能な社会の形成に貢献するための取り組みを継続的に高度化していきます。

お取引先とともに持続可能な
サプライチェーンを追求

取り組み項目

◦お取引先との公正で透明な取引の徹底／良好なパートナーシップの構築
◦責任あるサプライチェーンマネジメントの構築／持続可能な原材料調達の推進
◦安全・安心な商品供給への責任
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お取引先とともに持続可能なサプライチェーンを追求



お取引先との公正で透明な取引の徹底／良好なパートナーシップの構築
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お取引先とともに持続可能なサプライチェーンを追求

公正で透明な取引の徹底に向けた教育

調達・購買等の関連部門の社員に対しては、基本原則に基
づく教育のほか、CSR調達などに関する研修を定期的に実施
しています。また、全社員向けには社内掲示板で、独占禁止
法や下請法などの内容をいつでも確認できるように「公正取引
の手引き」を掲載しています。

さらに、リスクマネジメント・コンプライアンス委員会において
も、基本原則や法令などの遵守状況を厳しく審査しています。

お取引先ヘルプライン

当社の社員が調達活動等において、コンプライアンス違反
行為を行った場合や、その懸念がある場合に、相談・通報が
できる窓口を外部の第三者機関に設置し、課題の早期発見と
是正につなげています。なお、2018年度の「お取引先ヘルプ
ライン」への問合せは0件でした。

お取引先アンケート

当社では、お取引先に対してコンプライアンス調査（お取引
先アンケート）を実施しています。商談時等に当社の社員が不
当な圧力をかけていないかなど、定期的にチェックを行うこと
で、お取引先との健全で良好なパートナーシップの形成に役立

てています。2018年度は、商品・建設関係のお取引先266
社にアンケートを実施し、118社（44.4%）に回答いただきまし
た。今後はWEBアンケート方式を導入するなど、回答率の向
上にも努めていきます。

お取引先との強固なパートナーシップの構築

当社の持続的な成長には、お取引先との相互理解と信頼関
係をベースとした強固なパートナーシップが不可欠です。当社
では、年2回の商品政策説明会を開催し、お取引先と業界動
向をはじめ、当社の事業戦略やESG課題等への取り組みにつ
いて共有しています。

また、安全・安心を確保するために、お取引先の品質管理
責任者にお集まりいただき、「全国品質管理会議」を開催してい
ます。会議では、品質衛生管理のポイントの解説や各工場の
事例発表、外部講師を招いたセミナー開催など、ノウハウの共
有とともに、自主管理の向上にお役立ていただいています。

お取引先アンケート集計値

発送数 回収数 回収率

商品関係 92 49 53.3%

建設関係 174 69 39.7%

計 266 118 44.4%

◦お取引先アンケート回収率：44.4%
◦「国連グローバル・コンパクト」
　サプライチェーン分科会への参加

豊かな社会の実現には、企業の成長基盤で
ある市場経済の健全な発展が必要不可欠であ
り、企業には、公正かつ自由な市場経済の中
で、競争を通じて付加価値を社会に提供し、適
正な利益を創出することが求められています。
とりわけ、サプライヤーに対しては、優越的地
位に乗じた不当な取引を行うことは、経済の好
循環を妨げる行為として認識し、中小企業等の
サプライヤーの取引条件を改善していくことが
期待されています。

課題認識 

主な成果・実績 

当社は、お取引先との公正で透明な取引のための基本原則を定め、独占禁止法をはじめ贈収賄等を含むあらゆ
る腐敗行為および下請法、その他関連法令、大規模小売業告示などの遵守を徹底します。

また、お取引先との双方向のコミュニケーションを通じて、良好なパートナーシップを構築し、相互発展を目指します。

マネジメント
アプローチ
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お取引先とともに持続可能なサプライチェーンを追求

責任あるサプライチェーンマネジメントの構築／持続可能な原材料調達の推進

お取引先のCSR監査・モニタリングの実施

当社では、既存のお取引先に対する監査・モニタリング
を徹底しています。

食材・包材関連の工場に対しては、品質・衛生管理を中
心に、廃棄物や排水状況など、約60項目にわたる工場監査
を実施しています。また、商品に関する苦情件数を基準とし
たリスク評価を参考に、第三者機関と協働し改善対策の履
行確認も含めた監査を実施しています。さらに中国の工場
については、年1回の監査を原則とし、ジャパンフードサプ
ライ（JFS）※が現地を訪問して4段階で評価しています。こ
れらの工場監査にて指摘事項が生じた場合は、改善提案か
ら是正・確認までを行っています。なお、点検項目には、人
権やフェアトレードをはじめ、フードセーフティ、環境、労
働問題なども含まれています。

中食製造拠点に対しては品質管理を中心とした月に一度
の工場点検や、第三者機関による抜き打ち監査を実施してい
ます。なお、食品にかかわる企業の責任として、食品ロスに
関する課題解決に向けて、 食品ロスの排出削減を要請し、排
出状況の月次報告をモニタリングしています。また、地区ご
との中食製造委託先が集まり、業界の動向や各社の優良事
例を共有する場では、災害の被害拡大を防ぐ方法について討
議するなど、NFFを通じてお取引先の能力開発の強化を図っ
ています。
※ジャパンフードサプライ（JFS）：日本アクセス100%子会社として設立後、主に当

社の中食製造委託先向けの調達・共同配送・品質管理の3業務を担っています。

CSR調達の推進

当社は、お取引先とサステナビリティ／CSRに関する共通
認識を持って事業を行うために、2018年2月に「サステナビ
リティ調達原則」と「サプライチェーンCSR行動規範」を制定
しました。お取引先には、本行動規範に基づいてCSRを推
進いただくことに加え、各社の仕入先に対しても同様に展
開いただくよう、お取引先アンケートにて依頼しています。

なお、地球規模で課題解決が求められている環境問題につ
いては、エネルギー使用の削減を通じたGHGの排出削減によ
る気候変動対策や、水をはじめとした各種資源の使用削減、
生物多様性への配慮、環境汚染の予防のほか、業界として課
題となっている食品廃棄物の削減に対する取り組みに対して
は、特に配慮するように要請しています。さらに労働環境に
ついても、安全衛生や健康のほか、長時間労働の削減による
労働時間の適正化にも配慮するよう働きかけています。

今後もお取引先と密に連携しながら、サプライチェーン
全体でのCSR活動を推進していきます。

CSRに配慮したお取引先の選定

お取引先の選定に際しては、品質・コスト・納期に加え、
当社の「サステナビリティ調達原則」と「サプライチェーン
CSR行動規範」に基づき、CSRに配慮しているかどうかを評
価し、適正且つ公正な手続きにより選定しています。

◦原材料・中食製造拠点の工場監査
　実施工場・拠点：109工場、92拠点
◦国土交通省「ホワイト物流宣言」への賛同
　（2019年9月）

事業活動の拡大とともに調達網がグローバ
ルに拡大する中、安全・安心な商品の提供はも
とより、GHGや廃棄物の削減や汚染防止・生
物多様性の保全などの環境への取り組みをはじ
め、人権尊重や労働慣行、従業員の安全・健
康、さらには物流における人手不足への対応な
ど、社会面にも配慮した事業をサプライチェー
ン全体で展開することが求められています。

また、気候変動に起因すると考えられる自然
災害の頻発・激甚化する中、そうした災害に耐
えうる持続可能な調達および商品供給網を日
常から構築するなど、レジリエンス強化への期
待が高まっています。

課題認識 

主な成果・実績 

当社は、サステナビリティ基本方針に基づき制定した「サステナビリティ調達原則」と「サプライチェーンCSR行動
規範」のもと、当社のみならず、農畜水産物仕入先・プライベートブランド商品・オリジナル商品の製造委託先、
輸入元などのお取引先と協働し、持続可能な社会の実現に向けてサプライチェーン全体でCSRを推進します。

マネジメント
アプローチ
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持続可能な原材料調達

当社は、中食商品を中心に多くのオリジナル食品を取り扱っており、主原料となる農作物・
畜産物を安定的に調達する必要があります。当社では、気候変動に起因する干ばつ・水害によ
る農作物・畜産物の収穫や成育に与える影響、児童労働等の人権問題、動物福祉、遺伝子組み
換え食品に関する法規制や消費行動の変化等の外部環境の変化を、持続可能な調達を脅かすリ
スクとして認識し、今後の対応を検討しています。

物流の高度化

当社では、魅力的で価値の高い中食商品を提供することを目的に、中食構造改革を推進して
きました。特に物流面では、ブランド統合に伴い、両チェーンの物流網も含めた物流センター
での作業工程や配送ルートを抜本的に見直し、配送センターを統合当初の213拠点から160拠
点まで集約しました。さらに、輸配送管理システム（TMS）を活用し、配送センターや店舗間の
配送経路、時間をトータルに管理し、発注のタイミングや回数、配送車両の運用を見直すこと
で物流の高度化を図っています。

また、物流業界の労働力不足に対応するため、高齢者や女性のドライバーにも働きやすい労
働環境をめざす国土交通省の「ホワイト物流宣言」に賛同し、パレットの活用による荷役時間の
削減や、荷卸し等の運転以外の付帯作業の削減について自主行動宣言を発表しました。 今後
も、安定供給はもとより、環境問題や労働環境などの社会面にも配慮したレジリエントな物流
網の構築を目指します。

責任あるサプライチェーンマネジメントの構築／持続可能な原材料調達の推進

2018年度の工場監査、第三者監査結果

調達先（約3,500工場） 中食製造委託先（92拠点）

工場監査 109工場 92拠点

第三者監査 65工場 92拠点
調達先の工場監査および中食製造拠点の工場点検・第三者監査の結果、管理書
類の不備や、指摘した製造工程からの逸脱等、全ての拠点で軽微な事項を含めた
改善依頼を行っており、再点検を実施しました。

⒈ 法令遵守
国際規範および事業を展開する国や地域の法・規範を遵守し、誠実な事業活動を行う。
⒉ 人権
人種、国籍、宗教、性別などに関わらず、人とその権利を尊重し、人権侵害に加担しない。
⒊ 労働
従業員の健康と安全衛生に配慮し、働きやすい職場環境を実現するとともに、性別、年齢、国籍、障
がいの有無、性的多様性を尊重し、雇用における差別、非人道的な扱い、強制労働などを禁止する。
⒋ 公正な取引
取引にあたって健全な商慣習に従い、適切な条件のもとで取引を行い、私的な利益は受けない。
⒌ 環境
地球環境や自然、生物多様性への配慮、環境汚染の防止、温室効果ガス排出抑制などの地球温暖
化防止に努める。また、廃棄物の削減、適正処理とリサイクルなど循環型社会の形成に取組む。
⒍ 品質・安全性
お客さまの安全・安心・健康に配慮した商品・サービスを提供し、事故または不良品などの発生時
には、迅速な情報開示や所轄当局への届出などの対応を行う。
⒎ 地域社会との共生
地域社会の発展につながる活動に関わり、事業所または工場周辺の環境影響に配慮するなど、地域の
より良い生活に貢献する。
⒏ サプライチェーンの体制整備
社会的規範に従うとともに社会的要請に応えてCSR推進体制、内部統制を構築し、リスク管理の体
制整備に努める。また、自らのサプライチェーンに対してもCSRの周知と浸透に努める。

サプライチェーンCSR行動規範

ファミリーマートは、地球環境の保全や人権の保護などの持続可能な社会の実現に向けた取組みを社
会的責任として認識し、事業活動に取組んでいます。
そのために生産者及び取引先との公正なルールに則った相互発展の精神（CO-GROWING）に基づく
事業活動を進め、共に持続的な成長を実現しつつ、以下の事項に取組みます。

⒈ 生物多様性の保全に配慮し、自然資源の違法な取引、採取、漁獲を排除します。
⒉ 枯渇の危機にある自然資源を保護し、再生可能な資源の再利用を図ります。
⒊ お客さまの安全、安心、健康を最重要事項として農畜水産物のトレーサビリティを確立し、
 　お客さまに分かりやすい情報開示に努めます。
⒋ 法令や社会規範を遵守し、人権・労働・安全衛生、地球環境保全など社会的責任を果たす
　 生産者・取引先と持続可能な社会を目指します。

サステナビリティ調達原則
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安全・安心な商品供給への責任

当社は、安全で安心な商品のお届けを最優先に掲げ、お取引先と協力しながらサプライチェーン全体で品質管
理を徹底します。中でも中食食品については、従来よりHACCPを柱とした当社独自の品質管理基準を設け、原
材料の調達から製造、配送、販売までの全工程で、品質管理の向上とトレーサビリティの確保に努めます。また、
商品やサービスにかかる情報についても、関係法令に従い適正に表示することはもとより、ステークホルダーと連
携しながら消費者への啓発活動にも取り組み、責任あるマーケティングを実行します。

マネジメント
アプローチ

◦HACCP義務化への対応推進
◦JFS食材クレーム件数：前年比95.6%
◦中食製造委託先製品クレーム件数：
　前年比85.0%

サプライチェーン全体での安全・安心への取り組み

当社は、原材料調達から生産、物流、販売、さらには廃棄・リサイクルまでのサプライチェーン全体を視野に、安全・安心を最優先とし
た統合的な管理を行っています。当社オリジナル商品である中食商品の品質については、商品・物流・品質管理本部が中心となり、中
食製造拠点の稼働状況も含めて厳格な品質管理を行い、継続的にサプライチェーンマネジメントの高度化を図っています。

また、お客さまからのご意見やご要望、各部署の商品開発過程で得られたアイデア等については、商品基盤整備部が商品カテゴ
リーごとに分かれている担当部署の横串を刺す役割を担うことで、当社内はもちろん、中食製造委託先とも情報を共有しながら、商
品品質の価値向上に努めています。

食の安全・安心への関心が高まる中、国内
では2018年6月の食品衛生法改正を受け、食
品安全の強化や国際化への対応として、食品
等事業者は原則HACCPに則った衛生管理に取
り組むことが義務化されました。また、幅広い
商品を扱う事業者の責任として、商品・サービ
スの内容や取り扱いなどに関する情報をお客さ
まに適切かつわかりやすく表示・説明すること
が求められています。

課題認識 

主な成果・実績 
品質管理体制と各段階の主な取り組み

◦工場の検査証明書確認
◦事前の工場点検の実施
◦品質衛生管理基準に基づ

いた原材料審査

◦食材の受け入れ検査の実施
◦全中食製造拠点対象の工

場点検の実施（毎月）
◦細菌検査の実地（毎月）
◦全国品質管理会議の定期

開催（四半期に一度）

◦物流センター施設の管理
◦冷凍/チルド/定温の温度

帯別の保管、配送の実施

◦店舗での衛生管理に関す
る教育ツール配布

◦店長、スーパーバイザーに
よる品質管理と適正な販
売状況の確認

原材料管理 製造管理 物流管理 店舗管理
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原材料のトレーサビリティの確保

当社は、安全・安心な商品をお客さまにお届けするために、
伊藤忠商事のグループ会社であるJFSと連携し、原材料の調
達段階から品質管理を徹底しています。原材料のお取引先
メーカー約200社から開示いただいた食材・包材に関する
情報を、JFSがシステム上で一元管理することで、原材料のト
レーサビリティをグローバル規模で確保しています。

原材料の品質管理体制

中食商品に使用する原材料は、事前に検査証明書の確認や
工場点検を行い、当社基準に適合した調達先からの食材のみ
を仕入れる体制を構築しています。なお、工場点検では、約
50項目にわたる食材点検のほか、食品への人為的・意図的
な異物の混入を防止（フードディフェンス）するために、人権や
労働問題に関するリスクの有無も確認しています。

また、商品開発や改良時においても、品質衛生管理基準に
基づいた原材料審査を実施し、基準をクリアできた食材のみ
を中食製造委託先に供給することとしています。さらに各中
食製造拠点では、食材の受け入れ検査を実施することで品質
基準を厳格に確認しています。

工場監査の徹底

当社では、プライベートブランド（PB）の取り扱いがあるお取
引先を中心に、事前の自主点検結果をもとに選定した工場を
監査しています。特に中国の工場については、原則年1回とし、
JFSが現地を訪問して4つの段階を設けて評価しています。こ
れらの工場監査にて指摘事項が生じた場合は、改善提案から
是正・確認までを行っています。なお、点検項目には、人権や
フェアトレードをはじめ、フードセーフティ、環境、労働問題な
ども含まれています。

また、商品開発サイクルが早く新規食材の登録が目まぐる
しく行われる中でも適切に工場点検を行い、点検結果が不十
分な工場には後日、JFSがフォローアップ監査を行っています。
なお、発見された問題点は管理システムを通じて当社にも報
告・共有され、対応状況等は適宜各メーカーに追跡確認され
ています。

中食製造拠点での品質衛生管理の徹底

当社の中食商品は、約90の中食製造拠点で作られていま
す。中食製造委託先が組成する日本フレッシュフーズ協同組
合（NFF）では、全工場を対象とした工場点検を毎月実施して
います。工場点検では品質・衛生管理を中心に確認されてい
ます。また、外部委託機関の抜き打ち検査を年2回程度実施
することで品質管理の実態を調査し、一層の強化を図っていま
す。なお、工場点検で基準不適合や課題が見られた場合は、
当該工場に改善を求め、是正処置を行っています。
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原材料管理 製造管理

工場点検表



安全・安心な商品供給への責任

お取引先との協同体制

安全・安心な商品をお届けするためには、中食製造拠点で
働く従業員が、当社の品質衛生管理基準を理解し、食の安全・
安心に対する高度な共通意識を持つことが重要です。当社で
は、お取引先の品質管理責任者向けの「全国品質管理会議」を
年4回開催し、品質衛生管理の取り組み強化ポイントをお取引
先と共有しています。会議では、月次の工場点検の結果や細
菌検査結果を踏まえた改善事項等を共有することで、自主管
理の向上につなげています。

また、毎週地区ごとに中食製造委託先が集まり、最新の業
界動向や各社の成功事例などを共有する場を設けており、優
れた取り組みを行ったお取引先へは表彰も行っています。加
えて、NFFを通じて、中食製造委託先が相互で連携し効率的
な動きができる体制も整備されています。
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HACCP※制度化への対応

当社では、2020年までに全ての中食製造拠点の
HACCPに基づく衛生管理体制を構築するため、日本
食品マネジメント協会が制定するJFS‐B規格以上の認
証取得を目指し、取り組みを進めています。
※HACCP：HACCPは、食中毒菌汚染や異物混入等のリスクを回避する

ための重要な工程を管理し、製品の安全性を確保することを目的として
おり、問題のある製品の出荷を未然に防ぐことができるとして、従来の
抜取検査による衛生管理に比べ効果的とされています。

T O P I C S

物流センターの安全・安心

物流センターでは、不審者の侵入を防ぐために監視カメラを
設置するなど、セキュリティを強化しています。また、ドライバー
不在時のトラックには、オートロック機能を搭載し、安全管理を
徹底しています。

なお、物流センターの点検は、伊藤忠商事のグループ会社
の日本アクセスが管理会社として実施しており、地震などの災
害に備えた物流網の整備・運用管理についても、同社が一元
的に行っています。

物流センターの仕分け・保管体制

物流管理 食材・商品の温度管理の徹底

当社の物流センターでは、食材や商品ごとに「冷凍」「チルド」
「定温」などの温度帯に分け、徹底した温度管理を行っています。

また、配送車両においても、冷凍・常温車両に加え、「定温
室」と「チルド室」を備えた2室式冷蔵車を採用し、商品の温度
管理を徹底しています。

定温センター 定温（18～22℃）、チルド（3～8℃）

冷凍センター 冷凍（－25℃以下）

常温センター 常温

定温センターでの温度管理

18℃～22℃ 3℃～8℃

前室、後室でそれぞれ商品に応じ
た温度設定が可能。さらに荷重に
応じて各室の広さも変更することが
可能です。

2室式冷蔵車
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適切な商品表示の徹底

安全で安心な商品・サービスを提供するためには、品質管
理と同様に、責任あるマーケティングとして、適正な商品表示
と販促表示を行うことが重要です。加工食品の製造者や加工
者等に義務づけられる食品表示法をはじめとした関係法令に
ついて、当社は販売者として徹底して遵守するために、関係部
門の従業員に対して関係法令のアップデート研修や定期的な
eラーニングによる社内教育を徹底しています。

また、消費者への誤解を招いたり、登録商標、景品表示法
等の関係法令に抵触する恐れのある商品表示を防ぐため、商
品開発部門における一次チェックに加え、法務部や品質管理
部での二次チェックを行うなど、社内のモニタリング体制を整
備しています。店舗の販促物においても、誤解や法令に抵触
する表示内容を避けるため、店舗の運営マニュアル内に店舗
販促物制作に関するガイダンスページを設け、ストアスタッフ
に対する啓発も実施しています。

また、増加の一途をたどる訪日外国人にも対応するため、日
本小売業協会の会員として、同協会の定める「小売業の多言
語対応の手引き」に則った商品表示も進めています。

未成年者への酒・たばこの販売防止

当社は責任ある事業者として、また当社が加盟する一般社
団法人 日本フランチャイズチェーン協会のセーフティステー
ション活動憲章（青少年環境健全化への取り組み）に基づく対
応として、未成年者への酒類・たばこの販売防止を徹底して
います。未成年者の飲酒は、急性アルコール中毒や、将来の
アルコール依存症へ発展するリスクがあるとの考えに基づき、
店舗を中心とした取り組みを進めています。

店舗オペレーションにおいては、2017年7月にレジプログラ
ムを変更しました。酒類・たばこをスキャンした際、音声ガイ
ダンスと同時にストアスタッフ側・お客さま側双方のレジ画面
に確認メッセージを表示し、ストアスタッフへの注意喚起や、お
客さまの年齢確認をしやすくしました。

また、ストアスタッフへの取り組みとしては、採用時に「お酒・
たばこ販売体制」に関する研修を義務付けているほか、全スト
アスタッフに対し年2回の定期教育を実施しています。

なお、定期教育の受講完了記録のほか、法律で定められてい
る酒類の売場表示や区分陳列の実行状況や「年齢確認実施中」
のポスターなど、未成年者の飲酒・喫煙を禁じるPOPが正しく設
置されているかなど、店長、スーパーバイザーが確認しています。

ストアスタッフへの教育の徹底

店舗では、「衛生管理」「温度管理」「期限管理」の3つの管理
方法の徹底により、おいしく、安全・安心な商品提供を目指し
ています。
「衛生管理」では、こまめな正しい手洗いの実践や清掃による

食中毒の予防、「温度管理」では商品特性により異なる、商品と
陳列什器の設定温度のチェックと記録を一日4回実施すること
により、商品の鮮度を維持しています。「期限管理」では、中食
商品においては、一日4回（一部の地域
を除く）販売期限の確認と商品の売場
撤去を実施しています。

こうした衛生管理の方法についての
ポイントをまとめた教育ツールを全店舗
に配布し、ストアスタッフへ品質衛生管
理の指導を行っています。また、外国
籍の従業員向けに教育ツールの多言
語化にも取り組んでいます。

店舗管理

ストアスタッフ向け販売期
限管理のポスター

： ・ ・ ・

外国人用年齢確認メッセージ（英語版）デリカ商品における商品表示例
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社会背景と課題認識 ～なぜ重要なのか～

小売業界では、ドラッグストアやネット通販などの業態の垣根を超えた競争環境の激化や、消費者
の低価格志向の継続、店舗や物流における人手不足など、厳しい経営環境が続いています。一方、
社会に目を向けますと、我が国では少子高齢化や人口減少に伴う生産労働人口割合の低下に加え、
都市化の進行や家族類型の変化など、人口動態や社会構造の変化が課題を複雑化させています。

こうした中、企業には多様な人材が活躍できる職場環境を整え、より柔軟な働き方が可能とな
る制度を構築することで、労働参加率を高め、且つ労働生産性を一層向上させていくことが期待
されています。さらには、社員が安全で健康に働ける職場づくりや、公正な雇用・登用、公平な
評価・処遇を実現するなど、ディーセント・ワークを推進することが求められています。

当社は、これまでの合併や経営統合により多様性に富んだ組織であることが強みです。社会の
変化が目まぐるしく、競争が激しい経営環境の中で持続的に成長するためには、当社の強みであ
るダイバーシティ＆インクルージョンをベースに、社会の変化や要請に対応するため、社員が自由
に発想し、そこから価値をつくり上げる風土を形成することが何よりも重要と考えています。

目指す姿 ～取り組みアプローチ～

当社が掲げるダイバーシティミッションの「like Family」には、「違いを当たり前に受け入れて意
識もせず、そして困っている時には手を差し伸べてみんなで支え合う、そんな“家族”のようであり
たい」という思いを込めています。

働く社員一人ひとりが、活き活きとかがやいて自分らしく働くことができること、そして、私たち
一人ひとりの多様性が掛け合わさることで新しい価値を生み出しお客さま、社会、加盟店、私たち
にかかわるすべての人々のかがやく未来をつくり出すことを目指しています。

取り組み項目

◦ダイバーシティ&インクルージョンの推進　　◦ワークライフバランス&働き方改革の推進
◦人財開発・育成　　　　 　　　　　　　　◦健康、安全で働きやすい職場環境

働き方改革

働きがい
働きやすさ

価値の創造
理念の実現

社会への
貢献

ダイバーシティ&インクルージョン

ワークライフバランスの充実

心身の健康

人として企業人としての成長

like Family
多様性をちからに。誰もが活き活きかがやく未来へ。

ダイバーシティ
ミッション



地域密着経営を標榜し、全国にコンビニエンスストアを展開する当社は、毎日多くのお客さまを店舗でお迎えし
ています。地域ごとに違う課題と向き合いお客さまの多様なニーズに応えていくためには、多様なストアスタッフ
と、その店舗を支える多様な社員一人ひとりが活躍すること、また、その多様性を活かし合うことで解決策を見つ
けていくことが不可欠であり、誰もが活躍できる土壌を培うダイバーシティの推進は、まさしく地域密着型経営の
根幹です。当社は、ダイバーシティ推進を競争力強化に係る重要な戦略と位置付けて取り組んでいます。

マネジメント
アプローチ

◦「えるぼし」
　2段階目認定

◦「第3回 女性活躍
　パワーアップ大賞」の
　「優秀賞」を受賞
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ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

ダイバーシティ推進体制

ダイバーシティを重要な経営戦略として確実に推進するために、経営陣
で構成し、社長が委員長を務める「ダイバーシティ推進委員会」のもと、ダイ
バーシティ推進部が中心となって戦略的に取り組んでいます。四半期ごとに
開催するダイバーシティ推進委員会では、計画・目標の審議・決定や、取り
組み状況をレビューしています。

2018年度は、各地の営業を担うリージョン・ディストリクト・本社の各部
門にディストリクト統括部長や本部長を委員長とする地区委員会を設置しまし
た。地区委員会は、一人ひとりがダイバーシティについて考え、多様な意見
を持ち寄って課題を解決していく自律運営型としており、これにより各現場で
部門ごとに違う課題の解決をスピード感を持って活動できる体制としていま
す。また、ディストリクトでは、それぞれが担当する地域の課題を整理し、各
店舗でのダイバーシティ推進を舵取りしています。

事務局

ダイバーシティ推進部

各地区の店舗

本部・R/D※単位の地区委員会

委員長 ： 社長

ダイバーシティ推進委員会

※R/D ： リージョン・ディスクリクト

One FamilyMartで
ダイバーシティに取り組みます

当社は、これまでの合併や経営統合に
よって、出身や経験が異なる多様な人財で
溢れています。そうした社員全員が「One 
FamilyMart」として、その能力を最大限に
発揮して、誰もが活き活きと活躍できる職場
づくりに取り組んでいます。そして、女性活
躍からスタートした取り組みは、「ダイバーシ
ティ推進地区委員会」の発足を契機に「全員
活躍」へ歩みを進めています。

 「受容・理解・尊重」のもと、多様な仲間
とアイディアを出し合い、トライアル＆エラー
を繰り返すことで新しい価値を生み出し、「質
の向上と競争優位」の実現を目指していま
す。これからも「多様性をちからに」、お客さ
まに新しい価値を提供するファミリーマート
であり続けるため、ダイバーシティ推進に取
り組んでまいります。

人種、国籍、宗教、性別、年齢、障がいの有
無、性自認や性的指向などを問わず、多様な
人材が互いの考え方や価値観を認め合い、平
等に機会が与えられ、一人ひとりが活躍できる
社会の形成が期待され、企業にもこうしたダイ
バーシティの考えを取り入れた経営を実践する
ことが求められています。

また、労働人口の減少が危惧される日本で
は、ダイバーシティの推進による労働参加率や
生産性の向上とともに、多様な人材が意見を交
わし、刺激を与えあうことで生まれるイノベー
ションで社会課題を解決していくことも期待さ
れています。

課題認識 

ダイバーシティ推進部長
中村 幸恵

ダイバーシティ推進体制

主な成果・実績 
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◦ダイバーシティ推進委員会：2017年9月〜
　社長を委員長とするダイバーシティ推進委員会による

 KPIマネジメント。
◦「私とダイバーシティ」配信による風土醸成：
　2017年11月〜
　経営層一人ひとりのダイバーシティに対する考えや思い

を、メッセージや動画で配信。経営層自身がコミットメント
を表明し、社員と課題を共有することで風土改革を醸成。

◦ダイバーシティマネジメント研修（全課長層対象）：2018年4月〜7月
　自身のマネジメントスタイルを振り返り、多様な部下を理解することやそのマネ

ジメント方法をロールプレイング形式で学習。
◦無意識バイアス/ハラスメント防止研修（全管理職対象）：2018年11月〜
　ダイバーシティ浸透度調査において「自部門でのダイバーシティ推進の障壁」として

最も回答が多かった「無意識バイアス」を知り、コントロールする方法を学習。また、
「ハラスメント、しない、許さない風土醸成」をテーマとした研修も実施。

推進方針と具体的な取り組み

人種、国籍、宗教、性別、年齢、障がいの有無、性自認や性
的指向などを問わず、互いの個性や特性、価値観などの違い
を認め合い、全社員が活き活きと活躍できる職場環境づくりを
通じて、ダイバーシティ＆インクルージョンを推進しています。

推進する上で、特に重視していることは、全社員が多様性を
認め合い、自ら率先して行動する「ダイバーシティカルチャー」
を育むことです。そのために「トップコミットメント」「正しいリー
ダー」「ボトムアップ」の3点を軸とし、制度拡充・組織風土改
革の両面で活動を展開しています。

◦FMWP（FamilyMart Women Project）：2017年10月〜
　「自分たち自身の成長と変革」「ネットワーキング」「会社の成長と変革」を目的とした女性たち自身による活動。2017年には「私

たちが働き方を変える」をテーマに自部門の課題改善を目指した実証実験「FMWPカレッジ」を開催。
◦ダイバーシティ地区委員会：2018年3月〜
　FMWPカレッジの経験から会社をより良くしていくことに性別は関係ないとして、翌年からは一人ひとり違う全社員の多様性

を活かしチームで新たな価値創造に挑むダイバーシティ地区委員会を全部門で立ち上げ。ダイバーシティミッションの達成に
向け、価値創造、課題解決にチャレンジしている。

◦ダイバーシティ・アワード：2018年〜
　「多様性を活かし」「新たな価値を生み」「成果を残した」取り組みを公募し、優秀チームを聴講者の投票で決定するアワードを年

に1回開催。地区委員会の取り組みを中心に自らの活動の成果を発表し称賛し合う場、ナレッジ共有の場となっている。
◦ダイバーシティ浸透度調査（社員意識調査）：2017年2月〜
　全社員を対象とした意識調査を3ヶ月ごとに実施。結果はすべて公開し、自組織の課題やチームのマインドを知り、自部門の

課題改善に役立てている。

2018年度のその他のダイバーシティの取り組み
https://www.family.co.jp/sustainability/material_issues/diversity/diversity/report_diversity.html

ダイバーシティマネジメント研修

FMWP

ダイバーシティ・アワード

私とダイバーシティ

ボトム
アップ

正しい
リーダー

トップ
コミット
メント
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女性活躍の推進

お客さまの期待に応えるためには、その声を反映できる人が社内に存在していることが不可欠で
す。女性比率がまだ低い当社では、女性活躍は重大な経営課題であるという認識のもと、積極的
に推進しています。

女性活躍推進における当社の課題は、定時新卒の採用において女性を積極的に採用している一
方で、全社では女性社員比率が微増の状況が続いている点が挙げられます。そこで、働きやすく
働き続けることができる職場環境を目指し、育児や介護などの制度面の改善や、働き方改革の推
進による労働時間の適正化に積極的に取り組んでいます。また、女性管理職のロールモデルの育
成にも取り組む一方、現段階では社内のロールモデルは少ない状況であるため、外部で開催され
ている異業種参加の次世代女性リーダー養成研修への派遣により意識を醸成するなど、女性管理
職登用に向けた育成施策の充実にも取り組んでいます。社内においても若手社員を対象としたキャ
リアセミナーを開催したり、FMWPや地区委員会の活動などを通じて、活き活きとかがやく女性社
員の活躍の姿がより多くみられるようになってきました。

こうした女性の活躍推進に関する取り組み状況が評価され、2018年度に「えるぼし」の2段階認
定を受けました。今後も、女性社員個々の適正・能力を正しく評価し、変化していくどのようなラ
イフステージにおいてもキャリアビジョンを描いていけるよう、女性社員の自己実現と活躍を後押
ししていきます。

障がいをもった方の活躍推進

障がいをもった方が広く活躍できるよう、店舗や本社での職域の拡大や支援策の充実を進めて
います。2019年度からは障がい者活躍に専任で取り組む組織として「総務部  業務サポートグルー
プ」を新設し、障がいをもった社員それぞれの特性に合わせ、細やかなサポートを受けながら、各部
署から依頼された定型業務を担っています。

シニア層の活躍支援

2006年より65歳まで勤務可能な定年再雇用制度を導入し、シニア層の働き方ニーズや長い業
務経験で培ったスキル・能力に応じた活躍を積極的にサポートしています。60歳定年を迎えても
働き続けたいという方々が、貴重な戦力として活躍しています。

外国籍社員の活躍

新卒・中途を問わず、国籍を問わないオープンな採用活動を行っ
ています。入社後は個人のスキル・能力に適した配属を行うとと
もに、語学研修・ビジネススキル研修等を経験しながら、スーパー
バイザーや本社スタッフなどさまざまな部署で活躍しています。

LGBTに関する取り組み

多様性をより理解・受容し深めていくために、2019年度よ
りLGBTに関する取り組みを開始しました。「正しい知識と理
解醸成」のために、LGBTセミナーや社内イントラネットに掲載
の動画やハンドブックで基礎知識を学び、「安心・安全な支援
の場作り」として社員向けLGBT相談窓口の運用やLGBT ALLY※

のロゴをあしらったステッカーの配布等、まずは目に見える形
でALLYの表明を行うことから活動を推進しています。ALLYの輪を広げることで組織の心理
的安全性を高めながら、理解や支援を促進する啓蒙活動を続け、誰もが活き活きかがやく組織
風土をつくっていきます。
※ALLY(アライ)=LGBTを理解し、積極的に支援・行動する人のこと

主な女性社員向け研修など

女性SV育成
（ロールモデル）

女性スーパーバイザー（SV）の育成として、営業分野での女性活躍を目的とした
異業種女性営業活躍プロジェクト「新世代エイジョカレッジ」に2017年度より参加

プレキャリア
デザインセミナー

入社3年目の女性社員が対象、キャリアデザインに対する知識を持ち、自分自身の中
期的な成長をイメージする

女性育成研修プラン 管理職候補の女性社員が対象、外部開催の異業種合同研修への派遣を実施

ライフ＆キャリア
デザインカレッジ

育児休職から復職する男女が対象、パートナー（社外も可）と参加し、復職に際し
ての不安を払しょくするとともに、復職後に育児と仕事を両立する心構えを学ぶ

20%

女性社員比率

10%

女性管理職比率は

2020年目標

16.3%

女性社員比率

3%

女性管理職比率は
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制度の見直し・充実等により取り組み
1時間単位で年次有給休暇が取得できる時間単位有給休暇制度や、小売業では珍しい

祝日の全社固定休暇化、入退勤データを可視化するシステム導入のほか、ノー残業デーや
20時終業ルールの積極的な実践を呼びかけています。また、スーパーバイザー職につい
ては、移動時間を短縮するために職住近接を推奨するなど、職種の特性に合った取り組み
も進めています。

各部門による取り組み
部門ごとに、部門長が自部門に最も必要だと考える改革方法と数値目標を「働き方改革

宣言」として策定し、進捗状況を半期ごとにレビューしています。

労使共催による取り組み
長時間労働から脱却し、生産性を向上するために、労使共催でワークライフバランスセ

ミナーを開催し、意識改革に取り組んでいます。

風土改革に向けた取り組み
会社の風土を変える一番の原動力はリーダーの意識であ

ることから、リーダー自らが自身と仲間のワークライフバ
ランスを重視し、率先してメリハリのある働き方を実践す
るためにイクボス企業同盟に加盟し、イクボス宣言を行い
ました。

また「よりよく働くこと」を体感し考えることを目的に国民運動プロジェクトの「テレ
ワーク・デイズ」（2018年7～8月）へ参加し、本社勤務の全管理職が在宅勤務を体験しま
した。

※イクボス：部下のワークライフバランスを考え、そのキャリアと人生を応援しながら組織の業績・結果も出しつつ自らも仕事
と私生活を楽しむことができる経営者・管理職のこと。

※イクボス企業同盟： 「イクボス」の必要性を認識し、積極的に自社の管理職の意識改革を行って新しい時代の理想の上司を
育てていこうとする企業のネットワーク。

「変わろう」会社も変わる、自分も変わる、自分が変える
「ワーク」を変えて「ライフ」を変える、多様性を強みに変える、そして仕事にイノベーションを

男性の育児参加支援

子どもの誕生とその後の育児にかかわることは仕事
以外の時間を見つめ、自分自身の引き出しを増やすチャ
ンスであり、男性の働き方が変われば全社の風土が変
わり、女性や介護のある人の働きやすさにもつながると
考え、男性の育児参加を支援しています。男性も対象
の「すくすく休暇※」は、長時間の育児休職と違い、短期
の休暇のため男性の利用者も多く、利用した男性社員
のご家族からも喜びの声が寄せられています。
※すくすく休暇：子どもが小学校1年生まで毎年取得できる、5日間の有給

育児休暇

T O P I C S

働き方改革の推進

制度拡充も必要ですが、変えていくためには社員一人ひと
りが当事者意識を持って働き方改革に取り組むことが不可
欠だと考えています。周りの環境や状況を言い訳にせず、改
善策を見出し、自分を変えて、周りを変えられる人・組織へ

「変わろう」という思いを込めたキーワードを掲げ、それぞれ
の役割を定めることで環境・風土改革に取り組んでいます。

特に長時間労働の削減については「2020年度総労働時間
2,000時間達成」をKPIとし、社長をはじめとする経営層が
年度ごとに具体的な数値目標を定めた「働き方改革宣言」の
もと、労働環境の改善に一丸となって取り組んでいます。

勤務時間の
制限

働き方を工夫するきっかけづくりのために、全
社で「ノー残業デー（毎週水曜日）」、「20時終業
ルール（毎日）」を設定

時間単位
有給休暇制度

「1時間単位」での年次有給休暇の取得が可能
(2019年2月新設)

祝日の全社
固定休暇化

祝日の約90％を全社の固定休日とし、休みと
仕事をメリハリ化

勤務時間の
可視化

事務所入退データや社有車運行データを勤怠
管理システムに表示することで、働き方を可視
化して、セルフマネジメント化

具体的な取り組み

代表取締役社長
澤田 貴司
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働きがいのある組織風土・人づくり

当社は、「人財の育成」「適正配置・定期的なローテーション」「人財の採用」等の3つを当社の持続的な成長を支
える人財戦略と位置付け、多様な能力・専門性をもった人財が活躍し成長し続けることのできる制度や仕組みづ
くりを進めています。なかでも「人財の育成」については、自発的に学べる教育プログラムの充実を図り、意欲あ
る人財を伸ばす人づくりに取り組むことで、イノベーションや新たな価値創造を牽引することのできる人財の育成
に取り組みます。

マネジメント
アプローチ

人財の育成

当社では、教育専門部署主導のもと、独自の社員教育体系を構
築し、社員の自発的なキャリア形成を支援しています。具体的には、
ビジネススキル研修や階層・年代別の教育プログラムなどの全社
研修に加え、部門ごとに必要なスキル・専門性を身につけるための
ライン研修にOJTとOFF-JTを効果的に組み合わせることで、計画
的な人財の育成を進めています。

なお、近年の小売業界の競争激化や社会・消費者のニーズの多
様化を踏まえ、スーパーバイザーや新入社員の育成を強化するため
に、2019年に人財開発部を新設し、教育研修機能体系の見直しを
図っています。

企業が競争力を維持・強化し、持続的な成
長を実現するためには、社員の能力を高め、最
大限に引き出すための計画的な育成プログラ
ムの構築や、社員のキャリア開発支援に戦略的
に取り組むことがこれまで以上に重要となって
います。

また、社会や消費者ニーズの多様化をはじ
め、業態の垣根を超えた競争環境の激化が進
むコンビニエンスストア業界では、店舗や物流
における人手不足は深刻化しており、優秀な人
財の確保や離職予防の取り組みも企業の競争
力を左右する重要な課題となっています。

課題認識 

主な成果・実績 

◦人財開発部を新設（2019年）し、 
　社員教育体系を見直し中

自己申告制度

本制度は、自分自身の中長期的なキャリアビジョン
を上司との面談の中で、自発的に意思表示する制度
です。キャリアビジョン実現に向けて必要な現状課題
や必要な知識・行動を把握し自己成長につなげるだ
けでなく、現状の悩みや家族状況などについて上司と
の共通認識を持つ大切な機会にもつながっています。

T O P I C S

社員教育体系

ランク
アップ
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ダイバーシティ

領域
業務
知識

管理
職層

担当
者層

昇
格
時
研
修

管
理
職
研
修

選
抜
研
修

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
セ
ミ
ナ
ー

年
齢
別
研
修

女
性
向
け
キ
ャ
リ
ア

デ
ザ
イ
ン
セ
ミ
ナ
ー

女
性
リ
ー
ダ
ー

育
成
セ
ミ
ナ
ー

イ
メ
ー
ジ
&
イ
ン
パ
ク
ト
研
修

復
職
準
備
セ
ミ
ナ
ー

エ
イ
ジ
ョ
カ
レ
ッ
ジ

（
外
部
団
体
）

F
C
契
約
書
研
修
等

入社2年目
研修

ダイバーシティ
マネジメント研修

外国人向け
語学・ビジネス

スキル研修新入社員研修

適正配置・定期的なローテーション

当社では、スーパーバイザーとして経験を積み重ねて管
理職へと進むケースや、それぞれの部門においてスペシャリ
スト・管理職へ進むケースなど、定期的なローテーション複
線型のキャリアコース選択による多様なキャリアパス・職務
経験の付与が可能です。なお、異動に関しては、本人の希
望や適性、会社の状況などを総合的に判断し、会社の決定
による適正配置を実施しています。

また、通常の社内公募制度に加え、優績な社員の異動
希望を優先的に叶えていく当社独自のキャリアポイント制
度や自己申告を導入するなど、社員の自発的なキャリア形
成を積極的に支援しています。　
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働きがいのある組織風土・人づくり

人財の採用　

当社は、大学生および大学院生を対象とした新卒採用活動を毎年実施しています。なお、新卒学生のキャリア教育を目的に、スー
パーバイザーをはじめとするさまざまな職場体験や、社員との座談会などのワークショップを実施しています。ワークショップでは、各
職種の業務に即して、課題解決や提案などグループワークの機会を提供しており、参加した学生からは、コンビニエンスストア業界の
事情や業務に関する理解が深まったなど、好意的な意見や評価を数多く頂戴しています。

なお入社後は、業務スキルやノウハウを段階的に習得できる当社独自の教育プログラムにより、早期に活躍できる仕組みを構築し
ています。

加盟店の一番近く
にいる存在として、
実践的な経営コン
サルタント業務を行
い、加盟店の運営・
経営をサポートしま
す。 基本的には入
社後全員がこの業
務を行います。

STEP5
スーパーバイザー

スーパーバイザー
として加 盟 店に対
するコンサルティン
グ業務を行う上で
必要な業務プロセ
スやスキルを集 合
研修、スーパーバイ
ザーとの同行巡回
を通じて習得

STEP4
スーパーバイザー

トレーニー

店舗の目指す姿、シ
ステムの理解、店舗
オペレーションの習
熟、コミュニケーショ
ンスキルの向上等、
店舗実習を通して
学習

STEP2
店舗実習

社会人としてのビジ
ネススキルや当 社
の基礎的な店舗知
識・レジオペレーショ
ンを習得

STEP1
入社時研修 ストアスタッフの労

務 管 理・育 成、店
舗課題の改善手法
等、店舗の収益向
上に係る店舗マネジ
メントを習得

STEP3
店長実習

FM未来リーダー研修

2019年7月～12月に、ファミリーマート（FM）の将来
を担う次世代経営人財の育成を目的として、「FM未来
リーダー研修」を実施しました。

外部講師や経営者からの直接指導や経営課題につい
て検討するグループワークなどを通じ、より広い視野を
持つ人財の育成をめざすとともに、リーダーとして活躍
するために、自己の在り方を発見し、揺るがない自らの
軸を見出すため、屋外でのワークショップ等での内省、
自己探求等を行っています。研修の最後には、経営層に
対して、ファミリーマートの経営課題、自部門の変革プラ
ン、リーダーシップ宣言を発表し、経営層とのダイアロー
グを行っています。

T O P I C S

◦社長対話、外部環境変化への対応策検討
◦変革リーダーからの学び
◦自己を探求する・フィールドワーク
◦プレゼンテーションを磨く
◦個人発表　

研修内容

フィールドワークの様子 研修成果発表の様子

※キャリアステップの一例
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健康、安全で働きやすい職場環境

当社では、社員の安全と健康の確保は企業経営における最優先事項の一つであり、且つ社員の能力を最大限
に発揮するための基盤であると考え、「ファミリーマート健康憲章」に基づき、経営トップ主導による健康経営を推
進します。また、健康憲章に掲げる通り、当社社員の健康増進に向けた取り組みだけでなく、お客さまや加盟店、
お取引先をはじめとしたすべてのステークホルダーの健康と幸せな未来に貢献するためにも取り組みます。

マネジメント
アプローチ

ファミリーマート健康憲章の制定

当社は社員の安全と健康に関する取り組みを一層強化し、
その姿勢をあらためて社内外に明確に示すために2019年10
月に「ファミリーマート健康憲章」を制定しました。当社にかか
わるステークホルダーの健康が、当社が目指す未来の実現の
礎であるとの考えのもと、本件憲章に基づいた健康経営を推
進していきます。

社員の安全や健康を確保することは、企業が
果たすべき最優先事項の一つです。企業には
経営トップ率先垂範のもと、労働安全衛生対策
を計画的に推進することで、労働災害の防止や
健康の維持・増進を図り、安全で健康、快適な
職場環境づくりを実現することが期待されてい
ます。なかでも近年、生活習慣病や精神疾患
を有する患者数が増加傾向にあり、こうした新
たな健康課題の解決に積極的に取り組むこと
が企業には求められています。

また、少子高齢化が進む我が国では、国民の
社会保障負担の増大も課題となっており、疾病
予防や介護予防を含む健康増進の取り組み強
化により、国民の健康寿命を増進することが期
待されています。

課題認識 

主な成果・実績 

健康経営推進体制

当社は、社員の安全と健康確保を重要な経営戦略の一つと
して確実に推進するために、社長を健康管理責任者とする健
康管理体制を構築し、人事部と健康管理室（2019年3月新
設）を中心に、産業医や保健師、健康保険組合、労働組合と連
携しながら、戦略的に取り組んでいます。

健康管理室には、産業医1名・保健師3名が常勤し、社員の
個別フォロー体制を整えています。また、健康管理システムを
導入し社員の健康状態等を一元管理することで、健康施策の
立案や改善につなげています。

◦健康管理室を新設（2019年3月）
◦「ファミリーマート健康憲章」を制定
　（2019年10月）

健康保険組合

※全国25ヶ所での地区委員会を開催

*Chief Wellness Officer

健康管理責任者（CWO*）＝代表取締役社長

統括安全衛生委員会

健康管理室

産業医

人事部 ファミリーマートユニオン

地区安全衛生委員会／地区衛生委員会

健康管理体制

社員とファミリーマートに関わるみんなの健康は、私たちが目
指す未来の実現の礎であると考え、以下の通り「健康憲章」を
制定します。

1. 社員が健康に働ける職場環境づくり
　 社員がこころとからだの健康を満たし、楽しく元気に仕事

にチャレンジできる環境を整えます。

２. 社員の自発的な健康行動
　 社員一人ひとりは、自身の健康に向き合い、長く豊かな人

生を送るため、自発的な健康行動を取ります。

3. ファミリーマートに関わるみんなの健康への貢献
　 ファミリーマートは、自らの健康増進に取り組むとともに、

こころやからだの健康に資する商品やサービスを提供する
ことで、加盟店、お客さま、ファミリーマートに関わるみん
なの健康と幸せな未来に貢献します。

ファミリーマート健康憲章

代表取締役社長
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働きがいのある組織風土・人づくり

健康管理・増進に向けた取り組み

当社では、生活習慣病、がん、認知症、メンタルの4つを健康における重点テーマとして、健康リ
スクの階層に応じたさまざまな施策を展開しています。特に社員のヘルスリテラシ―向上に向けて、

「社員自らが健康行動をとり、健康でいきいきと働く」を目標に、健康ポータルサイトの開設や健康
セミナー、各地区の衛生委員会とユニオンが主体となってすすめる健康増進イベントの開催など、
社員の意識・行動改革につながる施策の充実に取り組んでいます。なお、実施した施策に対して、
健康診断や健康意識調査、ストレスチェックの結果から効果を検証し、制度の見直しや新たな施策
立案に活かしています。

また、2019年度からは健康数値目標を策定し、目標達成に向けて取り組みを強化していきます。

ファミリーマートユニオンでの取り組み

当社は、従業員に対し、結社の自由と団体交渉権を尊重し、ファミリーマートユニオンを組成して
います。ユニオンでは、毎年、組合員の満足度調査として「ユニオンサーベイ」を実施しています。
労働時間や職場環境・働きがい等に関する組合員の意識の変化を定量的に確認し、その結果を
労使協議の場を通じて経営陣や部門長にフィードバックすることで労働実態の改善につなげていま
す。また、春季労使協議会においては、賃金をはじめ人事諸制度等の課題について「労使協調」「労
使共創」のスタンスのもと未来志向で協議を行い、「ファミリーマートの永続的な発展と組合員の幸
せの実現」を目指しています。

メンタルヘルスへの取り組み

ストレスチェック
心の健康問題の予防と早期発見を目的に、ストレスチェックを実施しています。
ストレスチェックは本人が気になった時に「いつでも何回でも」利用でき、過去との比較も容易な

システムとなっています。一人ひとりが自身のストレス状態を客観的に把握するストレスマネジメン
トの重要なツールとして、社員に定期的な実施を呼びかけています。

相談体制
社内ポータルサイトではセルフケア・ラインケアをはじめとした心の健康のためのさまざまなアプロ

―チ方法について情報提供を行っています。
また、社員がいつでも安心して相談をできるよう、産業医・保健師への電話・メール相談窓口は

もとより、会社を通さず個人的に利用できる外部の専門カウンセラーによる電話相談等、複数の相
談体制を開示しています。

2020年度末 健康数値目標 ◦全国平均との比較から高リスク項目を抽出し目標に設定

項  目

項  目

現  状

現  状

削減目標

削減目標

BMI値25以上率
（肥満率） 35％　 ▲５％

喫煙率

朝食欠食率

35％

21％

▲５％

▲５％

男性38％   女性17%

男性40％　女性10%

男性22％　女性13%

保健師による「健康セミナー」を各地で開催

ファミリーマートでは各地区の事業所や本社の部門ごとに
それぞれの健康課題に応じた健康増進施策に取り組んでい
ます。内容はラジオ体操の実施やリフレッシュスペースの設
置等、地区によりさまざまですが、中でも社員に好評を得て
いるのが保健師による健康セミナーです。
“今日からすぐできる健康行動の第１歩”をテーマに「食事」

「睡眠」「セルフコンディショニング」「お酒とおやつの楽しみ
方」等、部門のオーダーに基づきさまざまなプログラムで開催しています。

T O P I C S

健康セミナーの様子
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会社情報

商号 株式会社ファミリーマート （英文社名 FamilyMart Co.,Ltd.）

本社所在地 東京都港区芝浦三丁目1番21号

設立年月日 1981年9月1日

資本金 166億59百万円

決算期 2月末日 （年1回)

上場市場 東京証券取引所第一部

事業目的 フランチャイズ・システムによるコンビニエンスストア事業

代表取締役社長 澤田 貴司

従業員数 連結15,139名 (2019年2月末)

店舗数 23,814店 (国内外エリアフランチャイズ含む) (2019年2月末)

チェーン全店
売上高 2兆9828億52百万円 (2019年2月期)

主な関係会社

国内エリアフランチャイザー
株式会社 沖縄ファミリーマート
株式会社 南九州ファミリーマート

海外エリアフランチャイザー
全家便利商店股份有限公司 
Central FamilyMart Co.,Ltd.
上海福満家便利有限公司
広州市福満家連鎖便利店有限公司
蘇州福満家便利店有限公司
杭州頂全便利店有限公司
成都福満家便利有限公司
深圳市頂全便利店有限公司
無錫福満家便利店有限公司
北京頂全便利店有限公司
東莞市頂全便利店有限公司
FamilyMart Vietnam Joint Stock Company
　　PT. Fajar Mitra Indah
　　Philippine FamilyMart CVS, Inc.
　　Maxincome Resources Sdn. Bhd.

関連事業会社
株式会社ファミマデジタルワン
株式会社ファミマ・リテール・サービス
株式会社ＥＶＥＮＴＩＦＹ 
株式会社九州サプライ
株式会社ファミマ・サポート
株式会社シニアライフクリエイト 
株式会社クリアーウォーター津南 
株式会社クリーン・アクア・ビバレッジ 
カネ美食品株式会社
ポケットカード株式会社 
株式会社ライブ・ビューイング・ジャパン 

会社概要 都道府県別店舗数 （2019年2月末時点）

北海道
234

富山
155

新潟
176

山口
89

島根
66

鳥取
69

京都
320

福井
149

石川
246

長野
264

群馬
120

広島
267

岡山
235

兵庫
527

滋賀
160

山梨
80

埼玉
775

大阪
1,341

岐阜
340

静岡
490

神奈川
984

奈良
142

愛知
1,566

長崎
152

福岡
523

佐賀
72

大分
118

熊本
196

宮崎
124

沖縄
325

鹿児島
276

愛媛
234

香川
124

高知
103

徳島
83

和歌山
115

三重
393

秋田
148

山形
144

栃木
220

東京
2,426

岩手
185

青森
200

宮城
349

福島
178

茨城
329

千葉
618

国内合計 16,430店舗
（エリアフランチャイズ含む）

海外合計 7,384店舗
（エリアフランチャイズ含む）

合計 23,814店舗

ファミリーマートのフランチャイズ・システム
加盟者と本部はそれぞれ独立した事業主として、相互の信頼と協調関係のもと、共同成

長することを目指しています。加盟者は、商品の仕入れや売場づくり、スタッフの育成など、
店舗の経営全般を行います。一方、本部は商標や運営ノウハウ、情報・物流システムなど
の提供により、加盟者の経営を全面的にサポートします。これらサポート提供の対価として、
本部は加盟者より契約タイプに応じ営業総利益の一定割合をロイヤリティー収入として得
ています。
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1973年、日本発祥のコンビニエンスストアとして誕生したファミリーマートは、時代の変化に対応しながら歩み続け、現在では国内約16,500店舗規模のチェーンへと成長しました。
店舗展開の拡大とともに、ご提供する商品やサービスを充実させ、日々の店舗運営を支えるステークホルダーとの協働により進化を遂げてきました。また、企業としての
社会的責任を果たし、持続的に成長することを通じて、「便利で豊かな生活の実現を目指した地域活性化拠点」として価値提供に取り組んできたファミリーマートの歴史をご紹介します。

ファミリーマートの歩み

1978年3月
（ 株 ）西 友 ストアー
（現・合同会社西友）
が、フランチャイズ・
システムによるコン
ビニエンスストア事
業を開始

1978年8月
フランチャイズ1号店
を開店

1980年4月
オンライン発注シス
テムが稼働

1981年9月
（株）ファミリーマート
設立

1982年1月
弁当、ファスト・フー
ドなどのオリジナル
商品を発売

1987年2月
国内1,000店舗達成

1988年8月
海外1号店を開店

（台北市）

1989年1月
キャッチコピー「あな
たと、コンビに、ファ
ミリーマート」誕生

1989年9月
販売時点情報管理

（POS）システムを
導入

1990年2月
公共料金など収納代
行サービスを取り扱
い開始

1994年12月
製造工場と配送セン
ター一体型の物流セ
ンターが稼働

1996年11月
国内5,000店舗達成

1998年2月
筆頭株主が伊藤忠商
事グループとなる

1999年10月
ATMサービスを開始

2000年10月
マルチメディア端末

「Fami ポート」導入

2001年1月
店頭発注端末「SAT」
を導入、売場で商品
状況を確認しながら
販売・在庫データを
もとに発注すること
が可能に

2006年7月
47都道府県への出
店を達成

2006年10月
「ファミチキ」発売

2009年12月
（株）エーエム・ピー
エム・ジャパン（am/
pm・コンビニ）を完
全子会社化

2011年12月
「am/pm」の ファミ
リーマートへのブラン
ド転換が完了

2012年10月
プライベートブランド

「 F a m i l y M a r t 
collection」の 販 売
を開始

2013年10月
国内10,000店舗
達成

2015年10月
（株）ココストア（コンビ
ニ）を完全子会社化

2016年9月
ユ ニ ー グ ル ー プ・
ホールディングス（株）

（UNY・総 合 小売業
/コンビニ）と経営統合

2016年10月
「ココストア」のファミ
リーマートへのブラン
ド転換が完了

2017年6月
ブランド統合に伴う物
流拠点の再編成を完了

2017年8月
（株）パン・パシフィック・
インターナショナルホー
ル ディング ス（PPIH・
ディスカウントストア）と
資本・業務提携

2018年11月
旧UNY「 サ ー ク ルK」

「 サンクス 」をファミ
リーマートにブランド転
換完了

2019年1月
PPIHにユニー（株）（総合
小売業）の全株式を譲渡

2019年1月
加盟店支援

「行動計画」発表

1992年
「育児休職・育児時
短制度」導入

1993年 
コンビニエンスストア
として初めて店頭に
募金箱を設置

1998年
環境方針策定

1999年3月
すべての店舗と事業所
でISO14001を取得

2006年
「ファミリーマート夢の
掛け橋募金」を開始

2007年
サラダ容器へのバイ
オマスプラスチック容
器を導入

2009年
「ありがとうの手紙コン

テスト」の開催を開始

2008年4月
おむすびにベルマー
クを付けて販売開始 

2016年12月
お取引先ヘルプライ
ン運用開始

2017年
総菜ブランド「お母さ
ん食堂」の販売開始
で食事の準備にかか
る時間や手間を削減

2017年3月 
厚生労働省による女
性活躍推進法にもと
づく「えるぼし」認定
取得

2017年9月
サステナビリティ基本
方針の制定
国連グローバル・コ
ンパクトの加入

2018年2月 
サステナビリティ調達
原則制定
サ プ ライ チェー ン
CSR行動規範制定

2019年4月
地域交流および未来
を担う子どもたちを
応援する「ファミマこ
ども食堂」開始

2019年9月
新基本理念を制定

1970年代 1990年代 2000年代 2010年代1980年代

コンビニエンスストアの草創期 店舗網拡大期 店舗機能を拡充 情報インフラの整備 持続的な成長を目指して

事業の歩み

サステナビリティ
の歩み
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賛同イニシアチブ・主な加盟団体 活動内容

国連グローバル・コンパクト 「国連グローバル・コンパクト」は、人権・労働・環境・腐敗防止の4分野、10原則
を軸に、国際社会において持続的な成長を実現するための世界的な取り組みであ
り、参加企業・団体にはより良い世界を目指した活動が求められています。当社は、
2017年9月に、「国連グローバル・コンパクト」へ署名しています。また、日本にお
けるローカルネットワークである、「グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン」
では、会員企業間におけるベストプラクティスの共有や勉強を行う分科会活動も実
施しており、当社は2018年にサプライチェーン分科会等の活動に参加しました。

気候変動イニシアティブ
（Japan Climate Initiative）

気候変動対策に積極的に取り組む、日本企業や自治体、NGOなどの情報発信や
意見交換を行うネットワークです。「脱炭素化をめざす世界の最前線に日本から参
加する」ことへの賛同企業が参画しています。

脱炭素経営促進ネットワーク サプライチェーン全体での温室効果ガスの排出量削減や、脱炭素経営を目指す企
業の取り組みを促進・支援するため、環境省が開始した「脱炭素経営による企業価
値向上促進プログラム」の一環として、勉強会や情報交換を実施しています。

クリーン・オーシャン・
マテリアル・アライアンス

（CLOMA）
地球規模の新たな課題である海洋プラスチックごみ問題の解決に向け、プラスチッ
ク製品の持続可能な使用や代替素材の開発・導入を推進し、官民連携でイノベー
ションの加速化を目指しています。

一般財団法人
食品安全マネジメント協会

食品関係事業者の食品安全、品質管理および信頼確保の取り組みを向上させるこ
とを目的とし、食品安全マネジメント規格・認証スキームの構築や運営・標準化や、
これらにかかわる人材の育成等を実施しています。

日本小売業協会 日本国内の各種小売業により構成される業界団体であり、BCP（事業継続計画）や
人手不足、少子高齢化等、小売業界と関連する社会課題の研究を含め、小売業の
発展のための各種活動を実施しています。

一般社団法人
日本フランチャイズチェーン協会 フランチャイズ・システムの健全な発展を図ることを目的とした、フランチャイズビ

ジネスを運営する企業を中心に構成されており、業界全体での対応が必要とされる
さまざまな社会課題への取り組みも行っています。

当社では、持続可能な社会の形成へ積極的に貢献することを目指し、国内外のさまざまなイニシアチブへ賛同・参加をしています。
また、2018年度以降の当社活動に対する代表的な外部評価を掲載しています。

外部からの評価 評価内容

「SNAMサステナビリティ・
インデックス」への選定
損保ジャパン日本興亜アセット
マネジメント株式会社（SNAM）

2019年6月、損保ジャパン日本興亜アセットマネジ
メント（SNAM）が独自に設定する「SNAMサステナ
ビリティ・インデックス」の構成銘柄に選定されまし
た。本インデックスは、ESG分野の評価の高い企業
に幅広く分散投資を行う運用手法であり、年金基金
や機関投資家向けのプロダクト「サステナブル運用」
に用いられています。

JSH減塩食品アワード
「金賞」
主催：日本高血圧学会減塩委員会

サラダ用として販売する小袋タイプの「減塩和風ド
レッシング」が、減塩化の推進に優れた成果を挙げた
製品として、コンビニエンスストア初の金賞を受賞し
ました。日本高血圧学会減塩委員会は、高血圧患者
や減塩をしようとしている方々を対象に「食塩含有量
の少ない食品」を掲載したJSH減塩食品リストを作成
しており、特に「減塩化の推進に優れた成果を挙げた
製品」に「JSH減塩食品アワード」を授与しています。

女性活躍推進法に基づく
「えるぼし」 2段階目認定取得

主催：厚生労働省

女性活躍推進法に基づく行動計画の策定・届出を
行った企業のうち、女性の活躍推進に関する取り組
みの実施状況等が優良な企業が、厚生労働大臣の
認定を受けることができる制度です。当社は、3段
階中2段階の認定を取得しています。

第3回 女性活躍
パワーアップ大賞「優秀賞」
主催：公益財団法人
　　  日本生産性本部

2018年4月に、「女性活躍パワーアップ大賞」の優秀
賞を受賞しました。本賞は、 女性の活躍推進を通し
て組織の生産性向上を目指し、独自性ある創意工夫
された取り組みを行っている組織を表彰するもので、
当社の「トップのリーダーシップによる女性の管理職
登用、ボトムアップによる新しい働き方の実現」が評
価されました。
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開示項目 単位 2016年度 2017年度 2018年度 備考
E：環境側面

環境マネジメント・
コンプライアンス

ISO14001認証取得比率 ％ 100 100 100
環境関連の罰金・処罰に係るコスト 円 0 0 0
環境関連法令違反 件 0 0 0

気候変動

GHG（CO₂）総排出量 t-CO₂ 1,591,760 1,522,915 1,362,217 ※環境省 経済産業省 「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量
　算定に関する 基本ガイドライン Ver2.4」をもとに算定しています 

サプライチェーンGHG（CO₂）排出量 t-CO₂ ー 7,502,046 7,294,327
スコープ1 t-CO₂ ー 48,685 46,756
スコープ2 t-CO₂ ー 1,397,604 1,255,969
スコープ3 t-CO₂ ー 6,055,757 5,991,602
スコープ3 t-CO₂ ※丸数字はカテゴリーを示しています。
　①購入した製品・サービス ー 5,483,494 5,491,686
　②資本財 ー 250,511 192,176
　③Scope.1,2 に含まれない燃料及び
　　エネルギー関連活動 ー 97,793 92,085

　④輸送、配送（上流） ー 118,720 111,449
　⑤事業から出る廃棄物 ー 60,899 58,524
　⑥出張 ー 2,090 2,088
　⑦雇用者の通勤 ー 784 931
　⑪販売した製品の使用 ー 330 451
　⑫販売した製品の廃棄 ー 41,136 42,212
GHG（CO₂）排出原単位 t/百万円 ー 0.4795 0.4367 ※スコープ1と2を足した売上高当たりのCO₂排出量
スコープ1のGHGの内訳 CO₂ ー 8,905 8,206

フロン類 ー 39,780 38,550 ※フロン排出抑制法に従い、定期点検や漏洩量を記録・把握している他、
　店舗解体時等は専門の回収業者によるフロン類の回収を行っています。

エネルギー消費量 （組織内） MWh 2,751,068 2,753,816 2,580,209

廃棄物・リサイクル

廃液の漏洩・排出量 t 0 0 0
バイオマスプラスチック使用量（中食等） t ー 1,205 1,630
バイオマスプラスチック使用割合（中食等） ％ 4.6 6.3
有害廃棄物排出量 t 0 0 0
非リサイクル廃棄物量（廃棄物全体） t 442,721 379,052 342,500 ※廃棄物全体数値（算出方法を個店ベースから全店ベースに変更しています）
　　　　　　　　　 （可燃、廃プラ） t 189,932 163,566 146,802
廃棄物発生量 （食品） ｔ 82,910 74,207 71,135 
食品リサイクル実施店 店 3,566 3,639 3,563 
食品リサイクル実施率 ％ 47 54.1 56.3
レジ袋辞退率 % 30 29.1 28.9

E 環境側面　（各年度の対象期間：各年３月～翌年２月　対象範囲：特段の記載がない場合は株式会社ファミリーマート）
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S 社会側面

開示項目 単位 2016年度 2017年度 2018年度 備考

従業員※1

定年再雇用者数（65歳以上） 人 23 35 39
　比率 ％ 82 90 71
新卒採用者数 人 183 225 291
　男性 人 120 143 189
　女性 人 63 82 102
　女性比率 % 34.3 36.4 35.1
中途採用者数 人 15 68 120
　男性 人 12 54 79
　女性 人 3 14 41
　女性比率 ％ 20 20.6 34.2
離職者数 人 146 555 607 ※嘱託・アソシエイト社員も含む
　男性 人 105 471 444
　女性 人 41 84 163
　離職率 ％ 5 6.3 5.6
管理職者数 人 843 863 731 ※正社員、嘱託契約、アソシエイト、社外からの受入出向者を含む。
　男性 人 827 843 708 　社外への出向者、派遣社員、アルバイト、パートを含まず。
　女性 人 16 20 23
　女性比率 ％ 1.9 2.3 3.1

ダイバーシティ・
働き方改革

障がい者数 人 103 136 137
　障がい者雇用率 ％ 2.18 2.63 2.66
育児休職取得者数 人 17 29 29
　男性 人 1 2 5
　女性 人 16 27 24
育児休職復職率 ％ 94 91 94.5
　男性 ％ 100 100 100
　女性 ％ 88 82 89
育児休暇取得者数 人 66 121 180 ※育児休暇：すくすく休暇と配偶者出産時休暇(男性)の合算です。すくすく

休暇は、子どもが小学校1年生まで毎年取得できる、5日間の有給育児休
暇です。

　男性 人 63 117 144
　女性 人 3 4 36
介護休業取得者数 人 4 7 4
　男性 人 4 6 2
　女性 人 0 1 2
有給休暇取得率 ％ 36 49.4 54.2
年間総労働時間 時間 2,130 2,074 2,041 
一人当たり平均月間残業時間 時間 23.40 20.30 18.10 

※1 従業員データは、各年の2月末時点に算出
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カテゴリー
金額割合

代表的なプログラム（協働団体）　
社外受益者

備考
2017年 2018年 2017年 2018年

慈善寄付 41% 43%
ミャンマー学校給食プログラム（国連WFP協会）※ 約27万人 約37万人
タイ王国・子どもの水の事故防止教育

（セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン）※ 約6,000人 約300人 ※2017年はベトナム防災・減災教育に寄付しています。

コミュニティ投資 37% 37%

森の教室、聞き書き甲子園 等（国土緑化推進機構）※ 約3,000人 約13,400人
店舗での地域密着イベントの開催

（こども店長、こども食堂　他） 約7万人 約1,300人 ※2017年は店舗での環境学習／キャリア学習支援を行っています。

出前授業の開催/企業訪問の受入れ 約2,000校 約1,200人
ベルマーク運動への協賛 約2万校 約2万校

商業的イニシアチブ 22% 20% ファミリーマートありがとうの手紙コンテスト　他※ 約3万人 約4万人
投資総額 4億円 4.6億円

［主な社会貢献プログラムの概要］

※は店頭募金の寄付先活動を含む

S 社会側面

開示項目 単位 2016年度 2017年度 2018年度 備考

安全衛生

労働災害死亡者数 人 0 0 0
労働災害死亡率 ％ 0 0 0
労働災害強度率 0.027 0.027 0.006
労働災害件数 件 13 23 10
労働災害度数率 0.87 0.56 0.76
メンタルヘルス休職者数 人 59 65 63
定期健康診断受診率 ％ 93.6 93.3 92.6
喫煙率 ％ 35.4 30.4 33.0

人財育成・処遇

認知症サポーター講座受講 人 ー ー 100

一人当たり研修時間 時間 17.9 20.4 17.8 ※2017年度は、新入社員向けの入社時研修の期間を拡大したため、
　平均研修時間が拡大しています。

平均年間給与 円 6,058,568 6,155,641 6,172,088 

サプライチェーン
調達先工場監査実施工場数 社 ー ー 174 ※JFSによる工場監査と第三者監査の合計
中食製造委託先工場点検実施社数 社 91 94 92
中食製造委託先工場点検実施割合 % 86 100 100

社会貢献活動
社会貢献活動支出額 百万円 ー 400 460 ※社会貢献活動支出額の内訳は、下記〔主な社会貢献プログラムの概要〕を

　参照ください。
うち、NPOへの寄付額/ コミュニティ投資 百万円 ー 148 170
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GRIスタンダード対照表 ◦本報告書はGRIスタンダードの「中核（Core）オプション」に準拠して作成しています。　

開示事項 本報告書の掲載ページ、または他の掲載媒体
GRI 102 ： 一般開示事項 2016 組織のプロフィール

102-1 ☆ 組織の名称 P66　会社情報　

102-2 ☆ 活動、ブランド、製品、サービス P42-47　「便利で豊かな生活」を実現する安全・安心な商品・サービスの創出
WEB　商品情報（https://www.family.co.jp/goods.html）

102-3 ☆ 本社の所在地 P66　会社情報　
102-4 ☆ 事業所の所在地 P66　会社情報
102-5 ☆ 所有形態および法人格 P66　会社情報　
102-6 ☆ 参入市場 P66　会社情報　
102-7 ☆ 組織の規模 P66　会社情報　

102-8 ☆ 従業員およびその他の労働者に関する情報 P66　会社情報
P70-71　データ編 ： 社会側面（従業員）

102-9 ☆ サプライチェーン P8　ファミリーマートの事業活動とサステナビリティへの取り組み

102-10 ☆ 組織およびそのサプライチェーンに関する重大な変化 P2　基本理念
P3-6　トップメッセージ　

102-11 ☆ 予防原則または予防的アプローチ P16-17　リスクマネジメント
P23　環境マネジメントシステムの継続的改善

102-12 ☆ 外部イニシアティブ
P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P24-27　気候変動の緩和と適応
P68　賛同イニシアチブ・主な加盟団体

102-13 ☆ 団体の会員資格 P68　賛同イニシアチブ・主な加盟団体
戦略

102-14 ☆ 上級意思決定者の声明 P3-6　トップメッセージ　

102-15 重要なインパクト、リスク、機会
P3-6　トップメッセージ
P8　ファミリマートの事業活動とサステナビリティへの取り組み
P16-17　リスクマネジメント

倫理と誠実性

102-16 ☆ 価値観、理念、行動基準・規範
P2　基本理念
P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P16-18　リスクマネジメント・コンプライアンスの徹底

102-17 倫理に関する助言および懸念のための制度 P16-18　リスクマネジメント・コンプライアンスの徹底

◦GRIスタンダード100シリーズ（共通項目）　 ☆は「中核（Core）」オプションの開示事項
［一般開示事項］
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開示事項 本報告書の掲載ページ、または他の掲載媒体
GRI 102 ： 一般開示事項 2016 ガバナンス

102-18 ☆ ガバナンス構造 P14-15　コーポレート・ガバナンスの強化

102-19 権限移譲
P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P14-15　コーポレート・ガバナンスの強化
P23　環境マネジメントシステムの継続的改善

102-20 経済、環境、社会項目に関する役員レベルの責任
P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P14-15　コーポレート・ガバナンスの強化
P23　環境マネジメントシステムの継続的改善

102-21 経済、環境、社会項目に関するステークホルダーとの協議 P12-13　ステークホルダーエンゲージメント
102-22 最高ガバナンス機関およびその委員会の構成 P14-15　コーポレート・ガバナンスの強化
102-23 最高ガバナンス機関の議長 P14-15　コーポレート・ガバナンスの強化
102-24 最高ガバナンス機関の指名と選出 WEB　コーポレートガバナンス報告書 （https://www.family.co.jp/ir/governance.html）
102-25 利益相反 WEB　コーポレートガバナンス報告書 （https://www.family.co.jp/ir/governance.html）

102-26 目的、価値観、戦略の設定における最高ガバナンス機関の
役割

P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P14-15　コーポレート・ガバナンスの強化
P23　環境マネジメントシステムの継続的改善

102-27 最高ガバナンス機関の集合的知見 WEB　コーポレートガバナンス報告書（ https://www.family.co.jp/ir/governance.html）
102-28 最高ガバナンス機関のパフォーマンスの評価 P14-15　コーポレート・ガバナンスの強化

102-29 経済、環境、社会へのインパクトの特定とマネジメント

P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P10-12　サステナビリティ上の重要課題
P14-15　コーポレート・ガバナンスの強化
P23　環境マネジメントシステムの継続的改善

102-30 リスクマネジメント・プロセスの有効性

P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P14-15　コーポレート・ガバナンスの強化
P16-19　リスクマネジメント・コンプライアンスの徹底／人権の尊重
P23　環境マネジメントシステムの継続的改善

102-31 経済、環境、社会項目のレビュー
P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P14-15　コーポレート・ガバナンスの強化
P23　環境マネジメントシステムの継続的改善

102-32 サステナビリティ報告における最高ガバナンス機関の役割 P1　編集方針
102-33 重大な懸念事項の伝達 P16-17　リスクマネジメント
102-34 伝達された重大な懸念事項の性質と総数 P18　ホットラインの利用状況（2018年度）

GRIスタンダード対照表　

◦GRIスタンダード100シリーズ（共通項目）　 ☆は「中核（Core）」オプションの開示事項
［一般開示事項］ 
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開示事項 本報告書の掲載ページ、または他の掲載媒体
GRI 102 ： 一般開示事項 2016 102-35 報酬方針 WEB　コーポレートガバナンス報告書 （https://www.family.co.jp/ir/governance.html）

102-36 報酬の決定プロセス WEB　コーポレートガバナンス報告書 （https://www.family.co.jp/ir/governance.html）
102-37 報酬に関するステークホルダーの関与 WEB　コーポレートガバナンス報告書 （https://www.family.co.jp/ir/governance.html）

102-38 年間報酬総額の比率 P72　データ編 ： 社会側面（人財育成・処遇）
P73　データ編 ： ガバナンス側面（役員報酬）

102-39 年間報酬総額比率の増加率 P73　データ編 ： ガバナンス側面（役員報酬）
ステークホルダー・エンゲージメント
102-40 ☆ ステークホルダー・グループのリスト P12-13　ステークホルダーエンゲージメント

102-41 ☆ 団体交渉協定 WEB　第38期有価証券報告書
（https://www.family.co.jp/content/dam/family/ir/library/securities_reports/1902_yuho.pdf）

102-42 ☆ ステークホルダーの特定および選定 P12-13　ステークホルダーエンゲージメント
102-43 ☆ ステークホルダー・エンゲージメントへのアプローチ方法 P12-13　ステークホルダーエンゲージメント
102-44 ☆ 提起された重要な項目および懸念 P12-13　ステークホルダーエンゲージメント
報告書のプロフィール

102-45 ☆ 連結財務諸表の対象になっている事業体 P66　会社情報　
102-46 ☆ 報告書の内容および項目の該当範囲の確定 P1　編集方針
102-47 ☆ マテリアルな項目のリスト P10-11　サステナビリティ上の重要課題
102-48 ☆ 情報の再記述 該当なし
102-49 ☆ 報告における変更 P10-11　サステナビリティ上の重要課題
102-50 ☆ 報告期間 P1　編集方針
102-51 ☆ 前回発行した報告書の日付 P1　編集方針
102-52 ☆ 報告サイクル P1　編集方針
102-53 ☆ 報告書に関する質問の窓口 P1　編集方針

102-54 ☆ GRIスタンダードに準拠した報告であることの主張 P1　編集方針
P74-85　データ編 ： GRIスタンダード対照表

102-55 ☆ GRI内容索引 P74-85　データ編 ： GRIスタンダード対照表

102-56 ☆ 外部保証 WEB　第三者検証
（https://www.family.co.jp/sustainability/material_issues/environment/carbon.html）

GRIスタンダード対照表

◦GRIスタンダード100シリーズ（共通項目）　 ☆は「中核（Core）」オプションの開示事項
［一般開示事項］ 
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当社が特定した5つの重要課題とGRIスタンダードのマテリアルな項目の関連性を以下の通り整理しました。
「GRIスタンダード対照表」では、マテリアルな項目（★の項目）のほか、関連した項目も一部掲載しています。

重要課題 GRIスタンダード マテリアルな側面

重要課題1 ： 環境配慮を通じた「地域と地球の未来」への貢献
GRI 201 ： 経済パフォーマンス　GRI 301 ： 原材料　
GRI 302 ： エネルギー　　　　  GRI 305 ： 大気への排出　
GRI 306 ： 排水および廃棄物　 GRI 307 ： 環境コンプライアンス　

重要課題2 ： 人に寄り添う地域活性化拠点としての進化 GRI 203 ： 間接的な経済的インパクト
GRI 413 ： 地域コミュニティ

重要課題3 ： 「便利で豊かな生活」を実現する安全・安心な商品・サービスの創出 GRI 416 ： 顧客の安全衛生　GRI 417 ： マーケティングとラベリング
GRI 419 ： 社会経済面のコンプライアンス

重要課題4 ： お取引先とともに持続可能なサプライチェーンを追求
GRI 308 ： サプライヤーの環境面のアセスメント　GRI 414 ： サプライヤーの社会面のアセスメント
GRI 416 ： 顧客の安全衛生　　　　　　　　　  GRI 417 ： マーケティングとラベリング
GRI 419 ： 社会経済面のコンプライアンス

重要課題5 ： 働きがいのある組織風土・人づくり GRI 401 : 雇用　　　　GRI 403 : 労働安全衛生
GRI 404 : 研修と教育　GRI 405 : ダイバーシティと機会均等

GRIスタンダード対照表

［マテリアルな項目］ ★の項目はマテリアルな項目

◦GRIスタンダード200シリーズ（経済項目）
［マテリアルな項目］ ★の項目はマテリアルな項目

開示事項 本報告書の掲載ページ、または他の掲載媒体
★経済パフォーマンス
GRI 201 ： 経済パフォーマンス 2016 201-1 創出、分配した直接的経済価値 WEB　第38期有価証券報告書

（https://www.family.co.jp/content/dam/family/ir/library/securities_reports/1902_yuho.pdf）
201-2 気候変動による財務上の影響、その他のリスクと機会 P24-27 気候変動の緩和と適応

201-3 確定給付型年金制度の負担、その他の退職金制度 WEB　第38期有価証券報告書
（https://www.family.co.jp/content/dam/family/ir/library/securities_reports/1902_yuho.pdf）

201-4 政府から受けた資金援助 該当なし
地域での存在感
GRI 202 ： 地域での存在感 2016 202-1 地域最低賃金に対する標準新人給与の比率（男女別） －

202-2 地域コミュニティから採用した上級管理職の割合 －
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GRIスタンダード対照表

◦GRIスタンダード200シリーズ（経済項目）
［マテリアルな項目］ ★の項目はマテリアルな項目

開示事項 本報告書の掲載ページ、または他の掲載媒体
★間接的な経済的インパクト
GRI 103 ： マネジメント手法 2016 103-1 マテリアルな項目とその該当範囲の説明 P8　ファミリーマートの事業活動とサステナビリティへの取り組み

P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P34-41　人に寄り添う地域活性化拠点としての進化

103-2 マネジメント手法とその要素
103-3 マネジメント手法の評価

GRI 203 ： 間接的な経済的インパクト 2016 203-1 インフラ投資および支援サービス P34-41　人に寄り添う地域活性化拠点としての進化
P72　データ編 ： 社会側面（社会貢献活動）

203-2 著しい間接的な経済的インパクト P34-41　人に寄り添う地域活性化拠点としての進化
調達慣行
GRI 204 ： 調達慣行 2016 204-1 地元サプライヤーへの支出の割合 －
腐敗防止
GRI 205 ： 腐敗防止 2016 205-1 腐敗に関するリスク評価を行っている事業所 P16-19　リスクマネジメント・コンプライアンスの徹底

205-2 腐敗防止の方針や手順に関するコミュニケーションと研修 P16-19　リスクマネジメント・コンプライアンスの徹底
205-3 確定した腐敗事例と実施した措置 P73　データ編 ： ガバナンス側面（コンプライアンス）

反競争的行為
GRI 206 ： 反競争的行為 2016 206-1 反競争的行為、反トラスト、独占的慣行により受けた法的措置 該当なし

◦GRIスタンダード300シリーズ（環境項目）

開示事項 本報告書の掲載ページ、または他の掲載媒体
★原材料
GRI 103 ： マネジメント手法 2016 103-1 マテリアルな項目とその該当範囲の説明 P8　ファミリーマートの事業活動とサステナビリティへの取り組み

P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P23　環境マネジメントシステムの継続的改善
P28-29　食品ロスの削減
P30-33　持続可能な資源利用

103-2 マネジメント手法とその要素

103-3 マネジメント手法の評価

GRI 301 ： 原材料 2016 301-1 使用原材料の重量または体積 －

301-2 使用したリサイクル材料
P28-29　食品ロスの削減
P30-33　持続可能な資源利用
P69　データ編 ： 環境側面（廃棄物・リサイクル）

301-3 再生利用された製品と梱包材
P28-29　食品ロスの削減
P30-33　持続可能な資源利用
P69　データ編 ： 環境側面（廃棄物・リサイクル）
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GRIスタンダード対照表

◦GRIスタンダード300シリーズ（環境項目）
［マテリアルな項目］ ★の項目はマテリアルな項目

開示事項 本報告書の掲載ページ、または他の掲載媒体
★エネルギー
GRI 103 ： マネジメント手法 2016 103-1 マテリアルな項目とその該当範囲の説明 P8　ファミリーマートの事業活動とサステナビリティへの取り組み

P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P23　環境マネジメントシステムの継続的改善
P24-27　気候変動の緩和と適応

103-2 マネジメント手法とその要素

103-3 マネジメント手法の評価

GRI 302 ： エネルギー 2016 302-1 組織内のエネルギー消費量 P24-27　気候変動の緩和と適応
P69　データ編 ： 環境側面（気候変動）

302-2 組織外のエネルギー消費量 －
302-3 エネルギー原単位 －

302-4 エネルギー消費量の削減 P24-27　気候変動の緩和と適応
P69　データ編 ： 環境側面（気候変動）

302-5 製品およびサービスのエネルギー必要量の削減 P24-27　気候変動の緩和と適応
P69　データ編 ： 環境側面（気候変動）

水と排水
GRI 303 ： 水と排水 2018 303-1 共有資源としての水との相互作用 P23　環境マネジメントシステムの継続的改善

P30-33　持続可能な資源利用／環境汚染の防止

303-2 排水に関連するインパクトのマネジメント P23　環境マネジメントシステムの継続的改善
P30-33　持続可能な資源利用／環境汚染の防止

303-3 取水 P70　データ編 ： 環境側面（水）
303-4 排水 P70　データ編 ： 環境側面（水）

303-5 水消費 P23　環境マネジメントシステムの継続的改善
P30-33　持続可能な資源利用／環境汚染の防止

生物多様性
GRI 304 ： 生物多様性 2016 304-1 保護地域および保護地域ではないが生物多様性価値の高い地域、も

しくはそれらの隣接地域に所有、賃借、管理している事業サイト 該当なし

304-2 活動、製品、サービスが生物多様性に与える著しいインパクト －
304-3 生息地の保護・復元 －

304-4 事業の影響を受ける地域に生息するIUCNレッドリストならびに国内
保全種リスト対象の生物種 －
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GRIスタンダード対照表

◦GRIスタンダード300シリーズ（環境項目）
［マテリアルな項目］ ★の項目はマテリアルな項目

開示事項 本報告書の掲載ページ、または他の掲載媒体
★大気への排出
GRI 103 ： マネジメント手法 2016 103-1 マテリアルな項目とその該当範囲の説明 P8　ファミリーマートの事業活動とサステナビリティへの取り組み

P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P23　環境マネジメントシステムの継続的改善
P24-27　気候変動の緩和と適応

103-2 マネジメント手法とその要素

103-3 マネジメント手法の評価

GRI 305 ： 大気への排出 2016 305-1 直接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ1） P24-27　気候変動の緩和と適応
P69　データ編 ： 環境側面（気候変動）

305-2 間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ2） P24-27　気候変動の緩和と適応
P69　データ編 ： 環境側面（気候変動）

305-3 その他の間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ3） P24-27　気候変動の緩和と適応
P69　データ編 ： 環境側面（気候変動）

305-4 温室効果ガス（GHG）排出原単位 P69　データ編 ： 環境側面（気候変動）

305-5 温室効果ガス（GHG）排出量の削減 P24-27　気候変動の緩和と適応
P69　データ編 ： 環境側面（気候変動）

305-6 オゾン層破壊物質（ODS）の排出量 P69　データ編 ： 環境側面（気候変動）
305-7 窒素酸化物（NOx）、硫黄酸化物（SOx）、およびその他の重大な大気排出物 該当なし

★排水および廃棄物
GRI 103 ： マネジメント手法 2016 103-1 マテリアルな項目とその該当範囲の説明 P8　ファミリーマートの事業活動とサステナビリティへの取り組み

P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P23　環境マネジメントシステムの継続的改善
P30-33　持続可能な資源利用／環境汚染の防止

103-2 マネジメント手法とその要素

103-3 マネジメント手法の評価

GRI 306 ： 排水および廃棄物 2016 306-1 排水の水質および排出先 P70　データ編 ： 環境側面（水）
306-2 種類別および処分方法別の廃棄物 P69　データ編 ： 環境側面（廃棄物・リサイクル）
306-3 重大な漏出 該当なし
306-4 有害廃棄物の輸送 該当なし
306-5 排水や表面流水によって影響を受ける水域 該当なし
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開示事項 本報告書の掲載ページ、または他の掲載媒体
★社会経済面のコンプライアンス
GRI 103 ： マネジメント手法 2016 103-1 マテリアルな項目とその該当範囲の説明 P8　ファミリーマートの事業活動とサステナビリティへの取り組み

P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P42-47　「便利で豊かな生活」を実現する安全・安心な商品サービスの創出
P52-55　安全・安心な商品供給への責任

103-2 マネジメント手法とその要素

103-3 マネジメント手法の評価

GRI 419 ： 社会経済面のコンプライアンス 2016 419-1 社会経済分野の法規制違反 P73　データ編 ： ガバナンス側面（コンプライアンス）

GRIスタンダード対照表

国連グローバル・コンパクト対照表

◦GRIスタンダード400シリーズ（社会項目）
［マテリアルな項目］ ★の項目はマテリアルな項目

原則 本報告書の掲載ページ

人権

原則１　人権擁護の支持と尊重 P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P16-19　リスクマネジメント・コンプライアンスの徹底／人権の尊重
P48-55　お取引先とともに持続可能なサプライチェーンを追求
P56-65　働きがいのある組織風土・人づくり

原則２　人権侵害への非加担

労働

原則３　結社の自由と団体交渉権の承認 P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P16-19　リスクマネジメント・コンプライアンスの徹底／人権の尊重
P48-55　お取引先とともに持続可能なサプライチェーンを追求
P56-65　働きがいのある組織風土・人づくり

原則４　強制労働の排除 
原則５　児童労働の実効的な廃止
原則６　雇用と職業の差別撤廃

環境
原則７　環境問題の予防的アプローチ P9　ファミリーマートのサステナビリティ

P22-33　環境配慮を通じた「地域と地球の未来」への貢献
P68　賛同イニシアチブ・主な所属団体

原則８　環境に対する責任のイニシアティブ
原則９　環境にやさしい技術の開発と普及 

腐敗防止 原則１０　強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗防止の取組み P9　ファミリーマートのサステナビリティ
P16-19　リスクマネジメント・コンプライアンスの徹底
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